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ii 
論文要旨 
 
本論文は筆者が受けた大学教育、社会人としての実践経験を基礎知識・見識
として、高知工科大学大学院 起業家コース 博士後期課程において行った研究
をまとめたものである。 
本テーマは、ＮＨＫを中心としたＨＤＴＶ（High Definition Television：
高品位テレビ）の基礎研究成果をもとに、民間ナショナルコンソーシアムにて
受信機開発を行い、世界に先駆けて事業化まで成功させた日本発の大型イノベ
ーションに関し、開発から新事業、産業化へと展開する全過程に参画した筆者
が、その課程を起業工学の視点から分析を行ったものである。 
 
本論文は第１章から第７章で構成される。 
 
第１章 
 
本研究の背景を放送産業・技術の観点から述べ、本研究の意義と目的を明ら
かにする。まず、本研究の背景として、ＮＨＫの基礎研究からＨＤＴＶの事業
化までの内容についてふれ、次に、ＨＤＴＶのデジタル化の経緯と日本におけ
るデジタルＨＤＴＶ（デジタル放送対応のＨＤＴＶ）の現状について述べる。 
そして、世界に前例のないＮＨＫの新しい技術シーズであるＨＤＴＶの提案
と、純民間ナショナルコンソーシアムにより、その開発実用化を目指した「シ
ーズ指向型イノベーション」の具体例を取り上げ、その成功要因をＭＯＴ
(Management of Technology)の視点から分析し、体系づけるとともに今後の展
開を示すことが、本研究の目的であることを示す。 
 
第２章 
 
知識によるイノベーションである「シーズ指向型イノベーション」の特徴を
述べ、過去の事例である「ＨＤＴＶ受信機事業創造」に関する経営上重要な課
題として、「莫大な費用を要する研究開発の進め方」と「不確実な市場の評価・
技術戦略」の２つを取り上げ、その具体的な対応策を明らかにする。 
ＨＤＴＶ受信機事業創造の段階で、業界における需要や技術の不確実性は、
事業遂行において高いリスクを伴っており、全て自社で開発する場合、資産、
資源または組織能力に関して莫大な費用と時間を要するため、このリスクはさ
らに増大することになる。そこで、リスクを回避するための主な対応策として、
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「アライアンスによる資源の共有およびリスク分散」、「コア・コンピタンスに
経営資源を注力（選択と集中）」、「コンソーシアム型の規格戦略」の３つを取り
上げる。 
一方、新しい技術の市場評価は、その技術について何も知らない顧客から、
今まで存在しなかった商品の需要を予測する不確実なものであり、技術開発の
動向や、市場がその技術を受け入れる時間の予測が困難であるが、テクノロジ
ー・ライフサイクルにおける顧客セグメントを分析する手法により、「顧客セグ
メントと受容までの時間」、「顧客セグメントと技術戦略」を検証する。 
 
第３章 
 
ＮＨＫと共同開発メーカ１１社で結成されたナショナルコンソーシアムにお
ける、筆者らのＨＤＴＶ受信機のプロトタイプ開発を取り上げ、最初に共同開
発のスキームと規格の標準化に関する分析を行い、次いで研究成果を示す。 
開発の初期段階で、筆者らは、国際科学技術博覧会（科学万博－つくば'85）
での本格的なデモンストレーションに向けて「ハイビジョン受信機」を開発し、
ＮＨＫ暫定規格の実証実験と性能検証を行った。これらの開発内容と検証結果
を示す。次に、この暫定規格の実証実験で明確になった伝送方式のＭＵＳＥ
（Multiple Sub-Nyquist-Sampling Encoding）方式の技術課題が、「再生画像の
画質向上」、「Ｓ／Ｎ改善」、「映像・音声の安定な再生」であり、これらの課題
を解決するために採用された技術を分析する。また、これらの性能改善効果を
確認し、規格を標準化するために実施された衛星放送実験の内容を検証する。 
最後に、ナショナルコンソーシアムで開発された「第１世代専用ＬＳＩ」を
使用した小型・低消費電力のＨＤＴＶ受信機の開発内容と成果を示す。 
 
第４章 
 
1991年より１日８時間のハイビジョン試験放送が開始され、市場と技術の不
確実性が十分に低下した技術の成熟段階を迎える。そして、新たな放送サービ
スを期待して３種類の新しい家庭用ＴＶが製品化された。まず、この新しい家
庭用ＴＶの製品化開発に関わる筆者らのマーケティング戦略、経営戦略、技術
戦略を、製品ロードマップとポジショニングを分析して明確にする。 
次に、開発費投入リスクを回避しつつ参加企業の市場での地位向上を実現す
る目的で結成された新たな企業連合における、筆者らの「ＨＤＴＶ受信機用第
２世代専用ＬＳＩ」の開発内容を検証する。開発コンセプトは、①技術開発に
よる性能向上、②小型/量産化における品質向上、③低価格化、④海外メーカへ
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のアクセス対応（日米貿易摩擦への対応）であった。 
最初に、各社チップ分割等のアライアンスにおけるスキームの概要を説明し、
次いで、①～③の開発内容を示す。特に、①に関する筆者の独自の研究成果で
ある「輝度信号処理部における性能向上」と「色信号処理部における性能向上」
の内容について詳細に検証する。第２世代ＬＳＩの製品開発により、1994年に
は市場価格５０万円を切るハイビジョンＴＶが製品化され、以後、順調に普及
していく。 
 
第５章 
 
近年の半導体技術の進歩にて、低コスト、低消費電力、高速なデジタル映像
信号処理が可能となった結果、1980年代後半には、民生用ＴＶのデジタル化・
高性能化が急速に進んだ。このＴＶ受信機のデジタル化の流れを分析し、次に、
アナログカラーＴＶ⇒ＩＤＴＶ（Improved Definition Television）⇒ハイビ
ジョンＴＶという民生分野の技術の流れが、持続的イノベーションであること
を示す。そして、民生分野と異なる通信分野のバリューネットワークで発展し
た、動画像圧縮技術のMPEG-2技術が、クリステンセンの言う破壊的技術として
民生分野のバリューネットワークを侵食し、デジタルＨＤＴＶがハイビジョン
ＴＶにとって代ったことを示す。 
また、1998年11月から全米主要10都市の24局で実施されたデジタルＴＶ（Ｄ
ＴＶ）放送開始に照準を合わせて、筆者らは、世界で初めてデジタルＨＤＴＶ
受信機を製品化した。この開発内容の詳細を示し、米国地上波デジタルＴＶ放
送の現状について分析する。 
 
第６章 
 
デジタル化により放送と通信の連携が可能となり、家電機器のネットワーク
化が進むこと、ネットワーク規格が標準化されて将来はデジタルＨＤＴＶを中
心とする家電機器によるホームネットワークが構築されることを検証する。そ
して、ネットワーク機器の製品開発事例として、2002年に筆者らが米国にて製
品化したプロジェクションＴＶとデジタルＶＨＳの開発内容を示す。 
また、新たな技術革新は、技術の応用分野のシフトにて生まれる可能性が高
いことを示し、通信分野であるインターネットの技術を放送分野であるデジタ
ルＨＤＴＶへ適用する例として、インターネットＴＶについて検証する。 
最後に、新たなビジネスモデルについて検討する。まず、ゲーム理論に基づ
く戦略論に従い、デジタルＨＤＴＶを製造・販売するメーカを取り巻くビジネ
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ス全体の価値相関図を作成、個々のプレイヤとその役割を明確にし、新たなビ
ジネスモデルを提案する。次いで、筆者によるＨＤＴＶ開発事例の検証・分析
結果が、結果として連続する事業創造の障壁をブレークスルーする普遍的なモ
デルを導出していることを示す。 
 
第７章 
 
新しい技術シーズであるＨＤＴＶの事業化を目標に、ナショナルコンソーシ
アムおよび大規模な国際企業連合にて実践した「シーズ指向型イノベーション」
を取り上げ、莫大な費用を要する開発におけるリソースマネジメント、そのた
めのアライアンス戦略、標準化に対する課題、不確実な市場に対するマーケテ
ィング手法を、プロジェクトの進行する各フェーズに対して実経験を踏まえた
解析を行い、結果として連続する事業創造の障壁をブレークする普遍的なモデ
ルを導出した。研究成果を総括して、本研究の結論を示す。 
 
4 
第１章 序論 
 
従来、日本ではプロセス・プロダクトイノベーション型の産業創造が主流を
なしてきた。しかし、今日では世界経済のグローバル化により、経済学のいう
生産資源、すなわち土地、労働、資本からの競争優位を得ることは困難であり、
独創性に満ちたシーズ指向型イノベーションに基づく事業創造の必要性が共通
認識となってきている。 
本研究では、このシーズ指向型イノベーションに基づく産業創造の典型事例
として、筆者らが世界に先駆けて提案した「ＨＤＴＶ（High Definition 
Television）」を取り上げる。 
 
１.１ 本研究の背景 
 
１.１.１ ＨＤＴＶの事業化 
 
ＨＤＴＶの研究開発は、1964年にＮＨＫ放送技術研究所で開始した。 
1970年に走査線数1125本、2：1インタレース、アスペクト比5：3のＮＨＫ
暫定規格が決まり、このスタジオ規格に従い、撮像システム、記録装置、伝送
方式、大画面用ディスプレイなどの研究開発がスタートする。そして、伝送規
格としてＭＵＳＥ（Multiple Sub-Nyquist-Sampling Encoding）方式が1983年
に開発された。この方式はサブサンプリングと動き補正技術を用いてＨＤＴＶ
信号を伝送帯域8.1MHzに圧縮し、放送衛星ＢＳ（Broadcasting Satellite）の
1チャンネルによるＨＤＴＶ放送を可能にするものである。1985年にＭＵＳＥ
方式のＨＤＴＶ放送は、ハイビジョン放送と命名された。[1],[2] 
 
１.１.１.１ 伝送規格のシステム要求と方式決定 
 
ＭＵＳＥ方式の骨格を決定するに当たって、ＮＨＫでは、どのようなメディ
ア（伝送媒体）を使用することができるかの検討から始まって、多くの段階の
調査、評価を行った。[3] 
 
(1) ＨＤＴＶ放送に要求される諸要件 
ＨＤＴＶ放送といえどもテレビジョン放送であるから、放送としての基本的
な技術的要件は無視することができない。それらのうち、重要度の高いものを
表１.１に示す。システム構築のためには、これらの要件を満たすべく配慮する
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必要がある。 
 
表１.１：重要な技術的要件（[3]より） 
 
 
① 全国で受信できること 
② 受信機の価格が低いこと 
③ 条件の悪い受信状態でも、ある程度の画質を確保できること 
④ 画質の良いこと 
⑤ 家庭用パッケージ系との整合性が良いこと 
⑥ 既存システムとの整合性が良いこと 
⑦ 簡単な信号形式であること 
⑧ 簡単なモニタリングが可能であること 
 
 
(2) 方式概要の決定 
(1)に示した技術的要件を満たすべく方式の骨格を決定し、実際の放送システ
ム開発が行われた。図１.１に決定のプロセスを示す。 
 
決定ツリー
判断の理由
BS 12G Hz 1 アナログ FM 8M Hz
MU S E
固定方式
速度方式
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ﾍﾞｰ ｽﾊﾝﾞﾄﾞ
パケット
①
伝送コスト
機器コスト
技術的実現性
②
伝送コスト
チャネルプラン
③
⑧
②
技術的実現性
④
③
②
③
⑦
⑥
③
④
チャネルプラン
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
③
④
②
⑤
⑦
AM対応
ケ ブール対応
スタジオ
システム
の完成
伝送媒体
　　地上波
（ 、 ） ミリ サブミリ 
　　地上波
（ ） UHF/VHF 
同軸ケー ブル
光ケー ブル
周波数帯
20GHz帯
40G Hz帯
使用
チャネル数
3以上
2
デジタル
アナログ
/デジタル
AM
変調方式
8MH z
以上
ベ スーバンド
帯域幅
帯域圧縮
方式
同期方式
復合方式
可変伝送速度方式
その他の方式
音声システム
　負極
（ ） 振幅分離型 
 他の方式
（ ） 例えばDPA 
（ ）PS K RF 
パケット
 
 
図１.１：ＭＵＳＥ方式概要の決定フロー（[3]より） 
 
図１.１の上半分は決定のツリーを、下半分は決定の理由を示す。○の中の番
号は、表１.１に示すシステムへの技術的要件に対応している。 
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特に、将来のテレビジョン放送でありながら、デジタル方式ではなくアナロ
グ方式を採用した理由は、次の通りである。 
 
・1980年代には通信分野でデジタル方式の実証的な研究が進み、テレビ電話な
どの先駆的な製品開発が行われた。しかし、伝送速度が約40kbps～2Mbpsに限
定されていたので現行ＴＶの放送品質すら確保できておらず、ＨＤＴＶ放送の
技術的実現性には、多くの課題があった。 
 
・当時、多重サンプリングによるアナログ方式（信号処理はデジタル方式）の
帯域圧縮技術の性能は、既に現行ＴＶ信号で十分検証されており、ＨＤＴＶ放
送の早期実現が技術的に可能と判断できた。 
 
１.１.１.２ ＨＤＴＶの製品開発 
 
ハイビジョン放送の実用化に向け、1984年よりＮＨＫと共同開発メーカ１１
社によるナショナルコンソーシアムが結成される。このコンソーシアムにより、
方式開発（受信機のプロトタイプ開発・性能検証、規格の標準化など）が推進
され、1989年に、放送衛星ＢＳ-2bによる毎日１時間のハイビジョン実験放送
が実現する。そして、1991年には、放送衛星ＢＳ-3bを使用した１日８時間の
ハイビジョン試験放送が開始した。 
一方、受信機に関しては、1990年に初の民生用ハイビジョンＴＶが発売され
るが、非常に高価であり普及しなかった。しかし、ナショナルコンソーシアム
解散後、新たに結成されたいくつかの企業連合による新規ＬＳＩの開発及び主
要部品の原価低減の結果、ハイビジョンＴＶは、1993年に 100万円を切って以
来急速に低価格化が進み、1994年には50万円を切るものが発売され、以後順調
に普及していった。 
日本電子機械工業会（ＥＩＡＪ：Electronic Industries Association of 
Japan）の統計資料より作成したハイビジョンＴＶ（ＣＲＴ直視型）の出荷台数
の推移を図１.２に示す。[4]～[10] 
図１.２において、1998年以降の出荷台数が減少しているのは、郵政省の方針
が変更となり、2000年からのＢＳデジタル放送と2003年からの地上デジタル放
送にてＨＤＴＶ放送が開始され、ハイビジョン放送は2007年で打ち切ることが
決定したからである。 
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図１.２：ハイビジョンＴＶの出荷台数（[4]～[10]より） 
 
１.１.２ ＨＤＴＶのデジタル化 
 
デジタル画像圧縮技術の開発競争は1980年代から激しくなる。その最大の要
因は、国際標準化機構（ISO：International Organization for Standardization）
と国際無線通信連合（ITU：International Telecommunication Union）による
国際標準化の動きであった。 
初の動画像標準はISDN（Integrated Services Digital Network）への対応で
あった。デジタル回線に動画像を含めた大量の情報が一度に伝送できるので、
ＴＶ会議やＴＶ電話などの通信応用が期待された。採用されたのは、動き補償
（時間方向の冗長度を削減する手法）と離散コサイン変換（空間方向の冗長度
を削減する手法）を組み合わせた方式であり H.261と呼ばれた。1990年に ITU
の電気通信標準化部門ITU-T（ITU Telecommunication Sector）で規格化された
この方式は、以後の標準方式の基本となっている。[11] 
一方 1988年に、ISOと国際電機標準会議（IEC：International 
Electrotechnical Commission）は、合同で通称MPEG（Motion Picture Experts 
Group）と呼ばれるワーキンググループを設立した。MPEGは、パソコン用CD-ROM
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などパッケージメディア向けに、比較的解像度の低い動画（最大1.5Mbps）の圧
縮方法を検討し、1992年にMPEG-1として規格化した。さらに、MPEGは1990年
頃から、より高い解像度が必要な放送や通信にも運用できる動画（4Mbps～
100Mbps）の圧縮方式の規格化を目指す。その結果、1994年に MPEG-2が規格化
された。なお、MPEG-2は、当初標準ＴＶ（ＳＤＴＶ：Standard Definition TV）
を対象とし、ＨＤＴＶはMPEG-3として規格化する予定であったが、検討の過程
でMPEG-2によりＳＤＴＶからＨＤＴＶまで含めて規格化することになった。 
MPEGが中心となり、デジタル映像やデジタル音声の圧縮技術が進展した結果、
放送にかかわる規格化を行う ITUの無線通信部門（ITU-R：ITU Radio 
Communication sector）も、MPEG-2を放送用および番組素材伝送用の規格とし
て推奨しており、現在、世界の放送機関がMPEG-2を採用するに至っている。[12] 
わが国においても、197年に郵政省ＢＳ-4後発機利用検討委員会は、2000
年に打ち上げ予定であったＢＳ-4後発機による放送は、デジタルで実施すると
いう報告書を発表し、郵政省は、この報告書に沿ってＢＳ-4後発機をＨＤＴＶ
サービスを中心とするデジタル放送で行う方針を決めた。[13] 
放送方式の規格化に関しては、1997年にＮＨＫと次世代デジタルテレビジョ
ン放送システム研究所（ＤＴＶ-Lab）が共同開発した地上デジタル放送の伝送
方式がもととなり、電波産業界（ＡＲＩＢ：Association of Radio Industries 
Businesses）の実験方式となった。その後ＡＲＩＢが行った室内・屋外実験を
通して、1998年に電気通信技術審議会（電通技審）で“暫定方式”として承認
された。電通技審は地上デジタル放送に対して、次のような要求条件を示した。
[14] 
 
①ＨＤＴＶ放送ができること 
②多チャンネルの標準ＴＶ放送ができること 
③移動体向け放送ができること 
④周波数の有効利用に寄与できること 
⑤ＢＳデジタル放送との共通性がとれること 
⑥国際規格と整合が取れること 
⑦地上デジタル音声放送との共通性が取れること 
 
この後、ＡＲＩＢで規格が標準化され、2000年12月にはＢＳデジタル放送が、
2003年 12月から関東・近畿・中京の３大広域圏で地上デジタル放送が開始し、
デジタルＨＤＴＶ放送が実現した。 
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１.１.３ ＨＤＴＶの現状 
 
わが国の地上デジタルテレビ放送は、関東圏・中京圏及び近畿圏では2003年
12月に、その他の地域の県庁所在地等主要都市においては2006年末までに、順
次、放送が開始される。そして、2011年 7月には、現在のアナログ放送は終了
する予定である。 
図１.３に地上デジタル放送推進協会（D-pa：The Association for Promotion 
of Digital Broadcasting）のスケジュールを示す。[15] 
 
 
 
図１.３：地上デジタル放送スケジュール（[15]より） 
 
電子情報技術産業協会（ＪＥＩＴＡ：Japan Electronics and Information 
Technology Industries Association）の統計資料より作成した日本のデジタル
放送受信機の需要の推移（2001年～2004年実績，2005年～2009年予測）を図
１.４に示す。ここで、デジタル放送受信機とはＢＳデジタル放送、110度ＣＳ
（Communication Satellite）デジタル放送、地上デジタル放送の受信機である。 
わが国のＴＶ受信機の需要は、年間約一千万台であるが、地上デジタル放送
が全国展開して本格化する2006年には、半分以上の600万台がデジタル放送対
応へ変わっていくと予測している。 
また、近年、大画面のＰＤＰ（Plasma Display Panel）ＴＶや液晶ＴＶ等の
ＦＰＤ（Flat Panel Display）ＴＶが急速に市場に普及している。ＪＥＩＴＡ
の統計資料より作成した日本のカラーテレビ需要の推移（2001年～2004年実績，
2005年～2009年予測）を図１.５に示す。[16] 
10 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（万台） 
（年）
 
0
200
400
600
800
1000
1200
2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
デジタル・テレビ受像機 デジタル・テレビ・チュ ナーー
 
図１.４：日本のデジタル放送受信機の需要の推移（[16]より） 
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図１.５：日本のカラーテレビ需要の推移（[16]より） 
 
これらＴＶのほとんどは、解像度が高くＨＤＴＶに対応可能なデジタルテレ
ビ受像機（デジタルＨＤＴＶ）である。図１.４と図１.５より、今後、デジタ
ルＨＤＴＶは、急速に家庭に普及していくと予想できる。 
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１.２ 本研究の目的 
 
本研究の目的は、世界に前例のない新しい技術シーズたるＨＤＴＶの提案と
純民間ナショナルコンソーシアムにより、その開発実用化を目指した「シーズ
指向型イノベーション」の具体例を取り上げ、その成功要因をＭＯＴ
(Management of Technology)の視点から分析し体系づけるとともに、今後の展
開を示すことである。主な内容を下記(1)～(4)に示す。 
 
(1) ＮＨＫの新しい技術シーズであるＨＤＴＶをナショナルコンソーシアムに
より産業化 
 
ＨＤＴＶシステムという、革新的な映像情報メディアインフラストラクチ
ャ構築とも言えるシステムのうち、とりわけＡＶ産業の視点からＮＨＫが世
界に先駆けて未踏技術への挑戦の中で果たした新しい技術シーズの概要と役
割を総括するとともに、一方で、法的規制などから、産業化手段を持たない
ＮＨＫが故に、産業化技術の得意なメーカ群がＮＨＫと相補分業的なナショ
ナルコンソーシアムの仕組みを整え、ＨＤＴＶの産業化を推進した経緯と成
果を分析する。また、ＨＤＴＶがシーズ指向型イノベーションに基づく産業
創造であったがゆえに、日本発の技術が電子技術分野では初めて世界統一規
格として成立した標準化の過程を考察する。 
 
(2) 大規模な国際企業連合により、新しい放送インフラに対応した受信機の価
値を追求、開発/製品化により市場へ普及 
 
ＨＤＴＶの必須アイテムである受信機の開発・実用化に焦点をあて、企業
として関連する技術蓄積を生かしながら採った、マーケティング戦略、経営
戦略、技術戦略を述べたのち、基本コア技術をＮＨＫという公共的な特殊機
関が真に担ったからこそ、可能になった大規模な国際企業連合が、各企業の
事業遂行におけるリスクの軽減に極めて有効であったことを示す。 
 
(3) ハイビジョンからデジタルＨＤＴＶへの不連続な技術の推移および放送の
デジタル化への対応 
 
現行ＴＶのデジタル化からハイビジョンＴＶへの「持続的イノベーション」
が、「破壊的イノベーション」であるデジタルＨＤＴＶへと不連続に推移した
ことを、クリステンセンの理論に従って明らかにする。また、世界初の製品
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化を国際協業の下で実現した米国向けデジタルＨＤＴＶ受信機の開発内容の
詳細を示す。 
 
(4) 放送と通信が連携した全く新しい製品・サービスを提案、ビジネスモデル
を構築 
 
デジタル化により放送と通信の連携が可能となり、家電機器のネットワー
ク化が進むこと、ネットワーク規格が標準化されて将来はデジタルＨＤＴＶ
を中心とする家電機器によるホームネットワークが構築されることを示す。 
また、通信から放送へと技術の応用分野を転換することで新たなＨＤＴＶ
コア技術が創出されること、期待される魅力と担うべきさらなる役目を示し、
アナログでは実現不可能であったすさまじいばかりのデジタル新産業創造の
要石としての役割がますます大きくなることを明らかにする。 
そして、ＨＤＴＶ開発事例の検証・分析結果をもとに、連続する事業創造
の障壁をブレークスルーするモデルを提案する。 
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第２章 シーズ指向型イノベー ションに基づいた新事業創造におけ
る経営課題と対応策 
 
80年代末まで、日本企業は、一時、米国の競合企業を追い抜く勢いがあった。
日本企業の成長の秘訣は、欧米で開発された新製品の種を発掘し（プロトタイ
プ・プロダクトイノベーション）、製品の商品化に向けて、コストダウン、品質
向上等の改良を進め（プロセスイノベーション）、世界市場から事業機会を獲得
することであった。しかし、技術レベルが欧米の企業に追いついた90年代から
新しい種を探しに行っても容易に見つからなくなっており、日本の企業は、従
来の技術フォロアーとしての商品開発から、技術リーダーとして全くの無から
有を生み出す商品開発への転換を迫られている。つまり、今後、日本の企業の
商品開発は、世界初の新製品コンセプト創造、画期的新技術の発明、プロトタ
イプの新製品開発等の新しい知識によるイノベーション（シーズ指向型イノベ
ーション）を中心としなければならない。 
 
２.１ シーズ指向型イノベーション 
 
(1) イノベーション 
P.F.ドラッカーは、「イノベーションは起業家に特有の道具である。イノベー
ションは、富を創造する能力を資源に与える。それどころか、イノベーション
が資源を創造するといってよい。」と定義している。 
また、具体的なイノベーションの機会は以下の①～⑦の七つで、最初の①～
④は企業や社会的機関の組織の内部にある事象であり、残りの⑤～⑦は組織の
外部にある事象であるとしている。ただし、これら七つの機会の順番には意味
があり、信頼性と確実性の大きい順に並べてある。 
 
①予期せぬ出来事の生起（予期せぬ成功、予期せぬ失敗） 
②ギャップの存在（業績、認識、価値観、プロセス） 
③ニーズの存在（プロセス、労働力、知識） 
④産業構造の変化（急速な成長、市場への対応、技術の合体、仕事の仕方） 
⑤人口構造の変化 
⑥認識の変化 
⑦新しい知識の出現 
 
⑦の知識によるイノベーションがシーズ指向型イノベーションである。重要
ではあるが、最も信頼性が低く、最も成果が予想しがたい。[17] 
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(2) シーズ指向型イノベーションの特徴 
シーズ指向型イノベーションの第一の特徴は、リードタイムが極めて長いこ
とである。新しい知識が出現してから技術として応用できるようになるまでに
は、長いリードタイムを必要とする。例えば、コンピュータは多くの知識が集
まってようやく実用化された。最初の知識は、数字を１と０で表す17世紀の数
学理論の二進法であった。そして、全ての知識が1918年には手に入ったが、最
初のコンピュータが実用化されたのは、1946年になってからであった。このよ
うに、知識が技術となり、市場で受け入れられるようになるには、25年から35
年を要する。このリードタイムの長さは、人類の歴史上さして変わっていない。 
シーズ指向型イノベーションの第二の特徴は、科学や技術以外の知識を含め、
いくつかの異なる知識の結合によって行われることである。必要な知識の全て
が用意されない限り、時期尚早であってイノベーションの失敗は必然である。
イノベーションが行われるのは、ほとんどの場合、必要な要素が既知の利用で
きるものとなり、どこかで使われるようになったときである。 
シーズ指向型イノベーションが成功するには、以下に示すように分析と戦略
とマネジメントが必要である。 
 
①分析の必要性 
知識そのものに加えて、社会、経済、認識の変化等の全ての要因分析をす
る必要がある。 
 
②戦略の必要性 
シーズ指向型イノベーションの位置づけには戦略を持つ必要があり、これ
には次の３つの選択肢がある。 
 
・システム全体を自ら開発し、それを全て手に入れようとする戦略 
・システム全体ではなく創造した市場だけを確保しようとする戦略 
・戦略的に重要な能力に力を集中し、重点を占拠しようとする戦略 
 
③マネジメントの必要性 
シーズ指向型イノベーションはリスクが大きいだけに、マネジメントと財
務について先見性を持ち、市場中心、市場志向であることが大きな意味を持
つ。 
 
(3) シーズ指向型イノベーションにおける経営上の課題 
シーズ指向型イノベーションは(2)で述べた特徴を持つので、成功するには、
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分析と戦略とマネジメントが必要である。 
そこで、「経営上重要な課題」として、「莫大な費用を要する研究開発の進め
方」（マネジメント）と「不確実な市場の評価・技術戦略」（分析と戦略）を取
り上げ、シーズ指向型イノベーションによる新事業創造における過去の事例で
ある「ＨＤＴＶ」において、この経営上重要な課題に対して具体的に取られた
対応策を示す。 
表２.１に「ＨＤＴＶ受信機事業創造における経営上重要な課題と対応策」を
まとめる。以下に個々の内容について述べる。 
 
表２.１：ＨＤＴＶ受信機事業創造における経営上重要な課題と対応策 
 
経営上重要な課題 主な対応策 
 
１．莫大な費用を要する研究開発の
進め方 
 
 
 
 
 
 
２．不確実な市場の評価・技術戦略
 
①アライアンスによる資源の共有 
 およびリスク分散 
 
②コア・コンピタンスに経営資源を 
 注力（選択と集中） 
 
③コンソーシアム型の規格戦略 
 
①顧客セグメントと受容までの時間 
 
②顧客セグメントと技術戦略 
 
 
２.２ 莫大な費用を要する研究開発の進め方 
 
ＨＤＴＶ受信機事業創造の段階で、業界における需要や技術の不確実性は、
事業遂行において高いリスクを伴っていた。ここで、リスクとは「事故発生の
可能性および経営（経済）活動の結果の不確実性」である。[18] 
全て自社で開発する場合、資産、資源または組織能力に関して莫大な費用と
時間を要するので、これらのリスクはさらに増大することになる。そこで、リ
スクを回避するための主な対応策として、次の①～③が実施された。 
 
①アライアンスによる資源の共有およびリスク分散 
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②コア・コンピタンスに経営資源を注力（選択と集中） 
③コンソーシアム型の規格戦略 
 
これらの内容を分析する。 
 
２.２.１ アライアンス 
 
技術の進化が初期の段階（研究所の基礎研究レベル）における市場の不確実
性は非常に高いが、技術が商品化されている成熟段階における市場の不確実性
は、ずっと低いものになる。従って、アライアンスの役割は技術の進化に対応
して異なってくる。ジェフリー・H・ダイアーとハービア・シンは、「ウォート
ンスクールの次世代テクノロジー・マネージメント」にて、進化の各段階に対
応したアライアンス戦略を次のように述べている。[19] 
技術開発の導入段階には、アライアンスによって多様な技術について学ぶ機
会が得られる（ウィンドウ戦略）。将来有望な技術が現れてくる成長段階では、
アライアンスは将来の投資に対するオプションを生み出すことに使われる（オ
プション戦略）。そして、最終的にこれらの技術の有望性が明らかになるにつれ
て、成熟段階では、新たに出現する業界内で自社を位置付ける手段として利用
される（ポジショニング戦略）。 
これらを表２.２に示す。 
 
表２.２：アライアンス形成要素（[19]より） 
 
 ウィンドウ戦略 
（導入段階） 
オプション戦略 
（成長段階） 
ポジショニング戦略 
（成熟段階） 
戦略目標 学習、モニタリング プラットフォー ム構築 規模に基礎をおいた優位性 
成功の鍵 効果的追求 
知識吸収 
スケーラビリティ 
技術を評価する力 
規模、業務の効率性 
補完的資源を見極める能力 
主な問題点 知識の漏洩 オプションの価値 スピ ドーと反応の早さ 
（パートナへーの依存） 
 
表２.２の個々の戦略に従い、ＨＤＴＶの研究開発に関する筆者らのアライア
ンス戦略の内容をまとめる。 
 
①ウィンドウ戦略 
市場および技術の不確実性が最も高い初期段階に、筆者らによるＨＤＴＶ
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の研究開発は、ＮＨＫとの共同開発にてスタートする。 
ＮＨＫで長年にわたり開発・蓄積されたシーズ技術の資料を入手するとと
もに、ＮＨＫの指導の下で試作機の開発と性能検証を行うことにより、短期
間に効率よく知識を吸収した。 
 
②オプション戦略 
初期の開発にて市場と技術の不確実性が低下した成長段階において、筆者
らは、ＮＨＫとメーカ１１社により構成されたナショナルコンソーシアムに
参加して基本性能の改善と試作機による検証を行い、受信機のプラットフォ
ーム（基本構成）を構築し、規格の標準化に貢献した。 
一方、オプション（コンテンジェンシー）として、ハイビジョン放送を現
行ＴＶで受信し、ＶＴＲでの録画を可能にするＭＵＳＥ／ＮＴＳＣコンバー
タの開発をＮＨＫと共同で行った。また、現行ＴＶの信号処理をデジタル化
した高性能なＴＶを、他社と協業で開発した。 
 
③ポジショニング戦略 
ハイビジョン試験放送が開始し、市場と技術の不確実性が十分に低下した
成熟段階では、筆者らは競合他社と構成した企業連合にて、専用チップセッ
トを開発することにより普及価格のハイビジョンＴＶを製品化し、参加企業
の市場での地位向上を実現した。 
 
①～③のそれぞれの戦略において、筆者らのアライアンスは成功した。これ
は、以下のように表２.２に示す成功の鍵が満足されていた結果である。 
 
・①のアライアンスでは、短期間に効率よく知識を吸収した。 
 
・②のアライアンスでは、①で得た知識をコンソーシアムにて深め、技術を
評価する力を身につけた。オプションとして、ハイビジョンとスケーラビ
リティを有する現行ＴＶに対応した２種類の開発を実施した。 
 
・③のアライアンスでは、コンソーシアムに参加していた競合他社と補完的
関係となるＬＳＩ開発を行うことで、効率良い開発を行うとともに、各社
の市場規模を拡大した。 
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２.２.２ コア・コンピタンス経営（選択と集中） 
 
「コア・コンピタンス（Core Competence：中核的競争能力）」は、経営の内
部資源のひとつの集積で、「顧客に特定の利益をもたらす、一連のスキル（技能）
や技術」である。これは、競合相手が簡単に真似できない、企業内部に蓄積さ
れた長年のノウハウや独自技術で、競争優位の源泉となるものである。G.ハメ
ル、C.K.プラハラードは、コア・コンピタンスを軸とした経営を理論化し、「コ
ア・コンピタンス経営」において、以下のようにまとめている。[20] 
企業は、競争力を求めてリストラ（リストラクチャリング：事業の再構築、
人員削減による合理化を示す場合が多い）をすれば小さくなり、リエンジニア
リング（業務の再構築）・継続的改善をすれば多少良くなる。しかし、企業が生
まれ変わるには、コア･コンピタンスを核とする「事業の再生と戦略の練り直し
（選択と集中）」が必要である。コア・コンピタンスとは、「未来に一番乗りす
るための特技能力」であり、①顧客満足を喚起するもの（例：ブランド）、②自
社に固有であって他社の模倣しにくいもの（例：信号処理）、③多面的・多角的
に活用できるもの（例：キーデバイス）、といった性格を持った技術や知識、技
能などの集合体であるとしている。 
①～③の内容に対応した、ＨＤＴＶの研究開発における主要なコア・コンピ
タンスを表２.３に示す。各社、この中から選択と集中を行い、「Make or Buy」
を判断し、製品の他社差別化を進めている。 
 
表２.３：ＨＤＴＶの主要なコア・コンピタンス 
内 容 主要なコア・コンピタンス 
①顧客満足を喚起するもの ブランド、品質、コスト、性能、機能、 
操作性 
②自社に固有であって他社
の模倣しにくいもの 
映像信号処理（表示、画質改善）、 
アプリケーション（ユーザインタフェース）
③多面的・多角的に活用でき
るもの 
表示デバイス（ＣＲＴ、液晶、ＰＤＰ）、 
標準プラットフォーム（Ｈ／Ｗ、Ｓ／Ｗ） 
 
表２.３の①、②に関しては、従来、日本の電機メーカが得意とした技術分野
であるので、③のキーデバイスが変わるために新たな技術開発が要求されるが、
個々のメーカはスムーズな対応が可能である。 
しかし、③に関しては、90年代より企業間における技術開発の水平展開と選
択と集中が進み、特に、大規模な設備投資が必要なデバイス（ディスプレイ、
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ＬＳＩ）開発においては、台湾・韓国勢の台頭もあり、わが国の多くの企業は
分社、あるいは撤退を余儀なくされた。ここで、③の標準プラットフォーム（Ｈ
／Ｗ、Ｓ／Ｗ）とは、例えばキーとなる専用ＬＳＩ（Ｈ／Ｗ）や制御プログラ
ム（Ｓ／Ｗ）のことである。 
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図２.１：世界の大型液晶パネルメーカの年間生産量シェア推移 
（[21]より、枚数ベース） 
 
例として、図２.１に世界の大型液晶パネルメーカのシェア推移を示す。上位
を韓国の２社が独占する状況が1999年から続いている。1999年頃は比率が高か
った「その他」のメーカが、その後減少しているのは、９位以下の日本メーカ
のシェアが急速に低下していったからである。逆に、台湾勢は、2000年頃から
急速にシェアを拡大しているのがわかる。 
 
 
２.２.３ コンソーシアム型規格標準化 
 
従来の規格競争は、市場に製品を売り出したときに開始し、規格の標準化は、
デファクト・スタンダード（事実上の標準：de facto standard）とデジュリ・
スタンダード（公的標準：de jure standard）に分類されていた。しかし、最
近の規格競争は、市場に出す前の競走が激しくなってきており、そこでの特徴
として、デファクト・スタンダードやデジュリ・スタンダードのどちらの範疇
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にも入らない標準化のプロセスが増えてきた。 
このような「仕様設計時から標準化を意識し、市場での多数派となるための
連合（コンソーシアム）の形成などを通じて、事実上の標準の地位を確立する
もの」を、通産省では「戦略的事実上の標準」と呼んでいた。これに対して、
かつてのＶＨＳのように、「仕様設計時には標準化は意識されず、市場での競争
の結果マジョリティになるもの」を「結果的事実上の標準」としていた。 
表２.４にこれら２つの違いをまとめる。[22] 
 
表２.４：「結果的事実上の標準」と「戦略的事実上の標準」（[22]より） 
 
 結果的事実上の標準 戦略的事実上の標準 
標準化の意識時点 市場競争時 仕様設計時から 
標準化の鍵 競争でマジョリティ 
になること 
多数派になるための 
コンソーシアム 
近年の事例 VHS、MS-DOS、 
PC/AT、TCP/IP 
X/OPEN、DVD、 
DAVIC 
 
上市前に規格を決める場合、コンソーシアムが組まれることから、こうした
標準の決まり方を、以下「コンソーシアム型」と呼ぶことにする。コンソーシ
アム型にも二種類あり、一つは初めから一つのコンソーシアムに結集するパタ
ーンで、ＤＡＤ、８ミリビデオ、ＤＶＣなどがこの形である。もう一つは、当
初は複数陣営に分かれて競争し、後に一つの統一規格にまとまるＤＶＤのパタ
ーンである。 
ＨＤＴＶの規格に関しては、市場での競争の結果決まった標準ではないので、
デファクト・スタンダードではない。放送という特殊な立場上、最終的に郵政
省の公的機関を通して規格化されており、デジュリ・スタンダードに近いもの
である。しかし、規格化のプロセスを見ると、初めから公的機関が介在するこ
となく、市場に製品が発売される前にＮＨＫと複数企業間で事前調整を行い、
規格が一本化されてから製品が市場投入されているので、上記前者のコンソー
シアム型のパターンに当てはまる。 
近年、ネットワーク規格の標準化などにもコンソーシアム型が増えてきてい
るが、それには、以下の①～④の理由があげられる。 
 
①圧倒的に強い企業がなくなり、一社では標準が決められず、企業間の連携
が必要となってきた。 
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②デファクト・スタンダードの負け陣営は、サンク・コスト（埋没費用）と
スイッチング・コスト（切替費用）の二種類のコストの重荷を背負う。 
 
③動きの早い市場に対して、全てを自社開発することは困難である。 
 
④企業の財務状況の悪化し、リスクを負えなくなった。 
 
２.３ 不確実な市場の評価・技術戦略 
 
２.３.１ 不確実な市場の評価 
 
新しい技術の市場評価は、その技術について何も知らない顧客から、今まで
存在しなかった商品の需要を予測する不確実なものである。技術開発の動向や、
市場がその技術を受け入れる時間の予測も難しい。このような不確実な市場に
おいて、今まで市場評価に使われてきた伝統的な方法は通用しないが、不確実
な環境においても市場の潜在性をより深く理解するための分析方法が考えられ
ている。 
新製品が市場に投入されてから姿を消していくまでの売上と利益の変遷過程
（プロダクト・ライフサイクル）は、導入期、成長期、成熟期、衰退期という
４つの段階で説明される。E.M.ロジャーズは、「イノベーション普及学」におい
て、この過程が、新製品の受容に対する顧客の態度と密接に関係していること
を明らかにした。[23] 
 
革新者
Inovators
2.5%
早期多数層
Early Majority
34%
後発多数層
Late Majority
34%
慎重派
Laggards
16%
平均 受容までの時間
初期受容者
Early Adopters
13.5%
 
 
図２.２：受容カーブ（[23]より） 
 
すなわち、不連続なイノベーションの潜在顧客は、リスク回避の程度とニー
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ズの強さを考慮して自分自身で市場を選択するので、顧客の受容状況は、時間
を横軸にとったベル型の分布で表現できる。ゆっくりとスタートして多くの
人々がイノベーションを受容するようになり、やがてその数がピークに達する。
その後その数は減少に転じ、最後にはすべてが受容するようになる。図２.２に
これを示す。 
図２.２に示すように、テクノロジー・ライフサイクルはセグメントに分ける
ことができる。早期多数層と後発多数層は平均から１標準偏差の範囲に、その
外側の範囲に革新者・初期受容者と慎重派が分布する。これらの五つのセグメ
ントは明確な特徴を有しており、それぞれ異なった戦略が必要になる。以下に、
それぞれのセグメントの特性を述べる。[24] 
 
(1) 革新者（Innovators：2.5%）…テクノロジー・マニア 
革新者は、新しい技術に基づく製品を追い求める人たちである。この顧客グ
ループは、売り手がマーケティング活動を始める前に、すでに新製品を購入し
ていることもある。彼らの最大の関心事は、新しい技術であり、製品がどのよ
うに役立つかということは二の次である。彼らは本質的に、斬新なものに強い
関心を示し、機能を試して楽しむだけのために、新製品を購入することも多い。 
革新者の数は少ないが、マーケティング活動の初期に注目を集めることは重
要である。革新者が製品を購入することは、製品として機能していることを、
他の顧客グループにアピールできるからである。 
 
(2) 初期受容者（Early Adopters：13.5%）…ビジョナリー 
初期受容者は、革新者と同じように、ライフサイクルのかなり早い時期に新
製品を購入する。しかし、技術指向ではないという点において、革新者と異な
っている。初期受容者は、新たな技術がもたらす利点を検討、理解し、それを
正当に評価しようとする。そして、彼らが抱えている問題に、この技術を適用
してみようと考え、現在抱えている問題を、新たな技術が解決してくれる可能
性が高ければ、彼らは進んでその製品を購入しようとする。 
初期受容者は、製品の購入を決める際に他社の購入例には頓着せず、自らの
直感と先見性を拠り所とする。 
 
(3) 早期多数層（Early Majority：34%）…実利主義者 
早期多数層は、技術に対する姿勢という点で、初期受容者と共通するところ
はあるが、実用性を重視する点で異なっている。早期多数層は、最新の発明と
言われるものの多くが、一過性の流行で終わることを十分認識しており、自分
たちが新製品を購入する前に、まず他社の動向を窺おうとする。他社の導入事
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例を確認してから、その製品を購入しようとするのである。 
このグループの構成員は、全体の三分の一と多数に及ぶので、彼らを誘引す
ることが、成長を遂げ、大きな利益を得るための決定的な要素となる。 
 
(4) 後発多数層（Late Majority：34%）…保守派 
後発多数層は、ほとんどの点において、早期多数層と共通の特性を示すが、
一点だけ大きく異なっている。早期多数層は、新製品を扱うことに、さほど抵
抗を感じないのに対し、後発多数層は、製品の購入が決まった後でも、自分で
使うことに多少の抵抗を感じるのである。その結果、彼らは、業界標準という
ものが確立されるのを待ち続け、手厚いサポートを受けるために、実績ある大
企業から製品を購入する傾向がある。 
早期多数層と同じく、後発多数層も全購買者層の三分の一と多数に及ぶので、
このグループの支持を得ることは、大きな利益につながる。そして、製品は成
熟して販売コストも下がり、研究開発費の回収も完了する。 
 
(5) 慎重派（Laggards：16%）…慣例に縛られた人々 
ライフサイクルの最後に位置付けられるのが慎重派である。このグループは、
新しいイノベーションに見向きもしない人たちである。理由はさまざまだが、
個人的な理由もあれば、経済的な理由のこともある。唯一、彼らがイノベーシ
ョンを受け入れるのは、他の製品に組み込まれて目に見えないときである。 
 
統計データよりＨＤＴＶ受信機の顧客セグメントを考察してみる。 
図２.３に、日本で普及しているテレビ受信機数を示す。図より、テレビ受信
機数は2000年以降も緩やかに増加し、2010年で１億台程度と予想できる。 
一方、日本のデジタル放送受信機はＨＤＴＶ対応と考えられるので、図１.３
に示すＪＥＩＴＡの「日本のデジタル放送受信機の需要の推移」をもとに、市
場への普及台数を予測し、図２.３の結果とあわせて市場への普及率を求めると、
2016年にデジタル放送受信機が 100%市場に普及する図２.４に示す結果が得ら
れる。 
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図２.３：日本のテレビ受信機数（[25]～[36]より、1998年は予想） 
 
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
 
（％） 
2001 2010 2015  （年）2005 
 
図２.４：日本のデジタル放送受信機数の普及率 
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図２.２の分布における各々のセグメントの比率と図２.４の普及率を比較す
ることにより、ＨＤＴＶの顧客セグメントと購入時期の関係は、表２.６のよう
になる。 
例えば、革新者（テクノロジーマニア）は、図２.２より全体の2.5%の受容
率であるので、図２.４の普及率2.5%の時期（2003年）と対応すると考える。
ただし、ＨＤＴＶは、1992年より販売されているので、購入期間は1992年～
2003年とした。 
 
表２.６：顧客セグメントとＨＤＴＶの購入時期 
 
セグメント 購入時期 放送サービス 
①革新者 
（テクノロジー 
 マニア） 
1992年～2003年
・ＢＳアナログ放送 
・ＢＳデジタル放送 
 (2000年12月～) 
②初期受容者 
（ビジョナリー） 
2003年～2007年
・ＢＳアナログ放送 
 （2007年ハイビジョン放送終了）
・ＢＳデジタル放送 
・地上デジタル放送 
 (2003年12月～三大都市圏) 
 (2006年～全国展開) 
③早期多数層 
（実利主義者） 
2007年～2010年
・ＢＳデジタル放送 
・地上デジタル放送 
④後発多数層 
（保守派） 
2010年～2014年
・ＢＳデジタル放送 
・地上デジタル放送 
 (2011年アナログ放送終了) 
⑤慎重派 
（慣例に縛られ 
 た人々） 
2014年～ 
・ＢＳデジタル放送 
・地上デジタル放送 
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２.３.２ 不確実な市場の技術戦略 
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図２.５：テクノロジー・ライフサイクル（[24]より） 
 
２.３.１に示したように、個々の顧客セグメントは異なる特徴を持つので、
連鎖的な市場開発戦略は好ましくない。つまり、主流となる市場の中で特定の
顧客セグメントをターゲットとし、セグメントを移行する際には、セグメント
をまたがって同じ製品を普及させるのではなくセグメントに合った製品を開発
するべきである。 
つまり、新しい技術のマーケティング・モデルを図２.２に示したが、それぞ
れのセグメントの間には、図２.５に示すような割れ目（クラック）がある。特
に、初期受容者と早期多数層の間を分かつ深く大きな溝を、ジェフリー・A・ム
ーアはキャズムと呼んだ。これは、初期市場とメインストリーム市場の間に存
在し、テクノロジー・ライフサイクルにおいて越えるのが最も難しい溝である。
ジェフリー・A・ムーアによると、キャズムを抜け出すための基本戦略は、メイ
ンストリーム市場の中のターゲット・セグメントを一つ選定し、そこを攻略す
ることである。そして、この攻略を成功させるために、四つの戦術を採用して
いる。[24] 
以下の (1)～(4) に、ＨＤＴＶの場合に採用された四つの戦術を考察する。 
 
(1) 攻略地点の決定 
ターゲット・カスタマーを決定し、「購入の必要性」を導き出す。 
ＨＤＴＶのターゲット・カスタマーは一般顧客である。一般顧客が購
入するためには、まず魅力あるコンテンツが多数放送されるインフラス
トラクチャの整備が必要である。 
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(2) 侵攻部隊の集結 
パートナーや提携企業と協力してホールプロダクトを構築する。 
ＨＤＴＶのホールプロダクトは、次の①～④から成ると考えられる。 
 
①コアプロダクト：現行ＴＶ放送とＨＤＴＶ放送を受信、画像と音
声を再生できるもの。 
 
②期待プロダクト：顧客が「こうである筈だ」と考える製品。 
コアプロダクトを満足した上で、現行ＴＶを受
信する際に現行ＴＶより優れた画質と音質を実
現する製品等。 
 
③拡張プロダクト：コアプロダクトの機能を拡張したもの。顧客の
購入目的を最大限満たす製品。 
例えば２画面表示や文字放送による字幕表示な
どが可能な製品。 
 
④理想プロダクト：顧客に提供される機能の理論的上限。 
将来、機器が接続可能なインタフェースを有し、
このインタフェースを介して機器の制御 S/Wを
更新することで新たな機能を追加できる製品等。 
 
(3) 戦線の見定め 
競争を作り出しその競争相手と対比の上で自社をポジショニングする。 
ＨＤＴＶの製品化において、次の①～③に示す価格と機能による差別
化を推進し、競争優位を得た。 
 
①機能的価値の差別化として、技術開発による性能向上を実現。 
 
②安心的価値の差別化として、チップ分割、低消費電力、テスタビ
リティ（ＬＳＩの実装における接続や配線の自動テストなど）を
検討し、小型/量産化における品質向上を実現。 
 
③フル機能搭載専用チップセットの開発、汎用画像メモリを使用す
る等して、低価格化を実現。 
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(4) 作戦の実行 
販売チャネルを選定し、その販売チャネルを動機づけるために価格を設
定する。 
ＨＤＴＶの販売チャネルと価格設定は、現行ＴＶと同じく量販店を中
心に販売と価格設定を実施した。 
 
シーズ指向型イノベーションの「経営上重要な課題」として、「莫大な費用を
要する研究開発の進め方」と「不確実な市場の評価・技術戦略」を取り上げ、
過去の事例である「ＨＤＴＶ」において、この経営上重要な課題に対して具体
的に取られた対応策を示した。 
「ＨＤＴＶ」における開発内容および課題への対応策に関する、検証・分析
結果の詳細を次章以降に示す。 
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第３章 ＨＤＴＶ受信機のプロトタイプ開発 
 
ＨＤＴＶの研究開発は1964年にＮＨＫ放送技術研究所で開始し、1970年に走
査線数1125本、2：1インタレース、アスペクト比5：3のＮＨＫ暫定規格が決
まり、1983年に伝送規格としてＭＵＳＥ方式が開発され、放送衛星１チャネル
を使用したハイビジョン放送実用化の目途が立つ。 
そして、1984年より、ＮＨＫと共同開発メーカによるナショナルコンソーシ
アムが結成され、ＨＤＴＶ受信機の開発が開始した。 
 
３.１ 共同開発のスキーム 
 
３.１.１． アライアンスの内容 
 
(1) 目的 
ＨＤＴＶは、ＮＨＫが世界に先駆けて未踏技術への挑戦の中で果たしたシー
ズ技術である。[37] 
このＨＤＴＶの産業化を目的に、ＮＨＫと共同開発メーカによるナショナル
コンソーシアムが結成された。これは次の①、②の理由による。 
 
①法的規制などから、ＨＤＴＶを産業化する手段を持っていないＮＨＫは、
ＨＤＴＶの産業化を推進するために、産業化技術の得意なメーカ群と相補
分業的なアライアンスを行わなければならなかった。 
 
②将来のＴＶ事業において新たな価値を創造するＨＤＴＶの研究開発は、莫
大な費用を伴うので、メーカは、アライアンスによる資源の共有とリスク
の分散を図る必要があった。 
 
(2) アプローチ 
ナショナルコンソーシアムにおいて、ＨＤＴＶの産業化に向けてのアプロー
チは、次の手順にて進められた。 
 
①第１Step（1984年～1985年）：暫定規格のプロトタイプ開発 
ＮＨＫは、蓄積されたシーズ技術を共同開発メーカに伝承し、メーカは
自社のプロトタイプを開発した。 
 
30 
②第２Step（1986年～1987年）：ＭＵＳＥ方式の性能改善、衛星放送実験 
各地にてプロトタイプによるＨＤＴＶ伝送実験やデモンストレーション
を実施し、暫定規格の性能検証および改善を十分行い、規格を標準化した。 
 
③第３Step（1988年～1989年）：第１世代ＬＳＩ開発 
小型・低消費電力を実現する第１世代ＬＳＩチップセットを開発し、こ
れを使用した家庭用受信機のプロトタイプを開発した。 
 
表３.１に、①～③のアライアンスのアプローチとマイルストーンの関係を示
す。特に、1990年のＣＣＩＲ（国際無線通信諮問委員会：Comite Consultatif 
international des radiocommunications International Radio Consulative 
Committee）総会において、ＨＤＴＶ規格の世界標準化提案を行うことを目標と
していた。 
 
表３.１：アライアンスのアプローチとマイルストーン 
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(3) 役割分担 
アライアンスにおける共同開発の役割分担について述べる。 
共同開発によって蓄積された技術は、ＮＨＫの技術シーズをベースに開発さ
れたＨＤＴＶの標準化技術と、各メーカが独自に開発した製品差別化技術とに
分けられる。前者は、コンソーシアムに、後者は個別メーカに蓄えられる技術
である。一方、共同開発におけるＮＨＫとメーカのリーダーシップは、次の通
りである。 
 
①ＮＨＫのリーダーシップ 
ＮＨＫに蓄積された技術シーズをメーカに供与し、技術の性能改善を進め
て標準化技術を確立する。 
 
②メーカのリーダーシップ 
ＮＨＫの技術シーズをベースにプロトタイプや専用ＬＳＩを開発し、製品
差別化技術を保有する。 
これら共同開発の役割分担について、図３.１にまとめる。 
 
ＮＨＫ
共同開発メ カー
製品差別化技術
（個別メカー）
標準化技術
（共同開発）
ＮＨＫの
リーダー シップ
・設計資料、技術説明
（H/W回路図、S/W）
・性能評価
（評価用信号、動作確認）
共同開発メ カーの
リ ダーーシップ
・試作機開発（汎用IC）
・評価用LSI開発
・衛星放送実験、デモ
・製品試作（評価用LSI）
 
 
図３.１：共同開発の役割分担 
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３.１.２ 標準化・仕様開発の課題 
 
ＮＨＫの技術シーズであるハイビジョン放送システムは、ＮＨＫにより暫定
仕様書としてまとめられたが、実際のフィールド試験による性能確認は十分に
行われていなかった。 
ＮＨＫの技術シーズのノウハウが共同開発メーカに伝承され、それぞれのメ
ーカがプロトタイプを開発することで、国際科学技術博覧会（科学万博－つく
ば'85）での本格的なデモンストレーションが可能となり、その結果、標準化や
仕様開発の課題が明らかになった。これらの技術的な課題と運用面の課題を、
以下に示す。 
 
(1) 技術的な課題（受信機の望ましい性能） 
 
 
ＨＤＴＶ
コンテンツ
MU S E
映像エンコー ダ
・・・・・・・・・・・・
音声エンコー ダ
FM 変調/
アップコンバート/
増幅
14G Hz
放送衛星へ（ ）送信側 放送局 
MU S E
映像デコー ダ
・・・・・・・・・・・・
音声デコー ダ
12G Hz －コンバ タ チュー ナ
ハイビジョン
コンテンツ
ハイビジョン
ディスプレイ
（ ）受信側 一般家庭 
放送衛星より
 
 
図３.２：ハイビジョン放送システム 
 
図３.２にハイビジョン放送システムを示す。従来のＴＶ放送と大きく異なる
のは、送信側と受信側でＭＵＳＥ方式を採用しており、送信側にエンコーダ、
受信側にデコーダがある点である。そして、衛星放送において送信側のエンコ
ーダは最低１つあればよいが、受信側のデコーダは各家庭の受信機に必要なの
で、仕様開発の際には次の点に注意しなければならない。 
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・送信側は放送設備であり、数も少ないのでコストの制約も緩く、ほぼ理想
的な仕様を満足可能である。 
 
・受信側は家庭用受信機なので、普及のためにはできるだけ安価に製造可能
なように、要求仕様の負担を軽くしなければならない。 
 
つまり、送信側は高価で複雑なシステムでも良いが、受信側は安価で簡単な
システムであるべきだということである。 
 
そこで、受信機の望ましい性能は、ほぼ理想的な信号がチューナに入ってく
るという前提で検討され、規定された項目は、プロトタイプの性能で容易に満
足できる最低限のレベルのものとした。 
こうして、郵政省の標準化団体の放送技術開発協議会（ＢＴＡ：Broadcasting 
Technology Associstion）にて標準化された項目を、以下の①～⑩に示す（た
だし、 ①～⑧はＭＵＳＥデコーダの望ましい性能、 ⑨と⑩はＢＳチューナと
ＭＵＳＥデコーダを組み合わせたときの総合特性である。）。[38] 
 
①映像出力信号周波数特性 
②映像出力信号ＳＮ比 
③映像出力信号直線性 
④エネルギー拡散信号の残留レベル 
⑤音声出力信号周波数特性 
⑥音声信号最大出力時の歪み 
⑦音声出力のダイナミックレンジ 
⑧音声チャネル間のクロストーク 
⑨映像出力信号のＳＮ比 
⑩ビットストリーム出力信号のビット誤り率 
 
(2) 運用面の課題（システムへの要求仕様） 
技術的に優れている新たなシステムが標準化される際、そのシステムが顧客
に受け入れられるためには、顧客が、運用面も含めて、従来のシステムと同等
もしくは優れていると認識できる必要がある。つまり、ハイビジョン放送シス
テムは、運用面において現行ＮＴＳＣ放送システムの性能と同等もしくはそれ
以上の性能が要求される。このとき、主な課題として次の①～④があげられる。 
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①放送エリアの確保 
②伝送状態が悪いときの映像・音声の安定な再生 
③電源投入時、チャンネルチェンジ時の同期再生 
④映像出力信号の静止画／動画のスムーズな切り替え 
 
①、②に関しては、変調方式を現行放送と同じＦＭ変調を採用することで、
ＭＵＳＥデコーダの目標値を明確にできた（(1)の⑨、⑩と同じ。）。③、④は、
ＭＵＳＥデコーダ固有の問題であるが、製品化開発において、回路構成やパラ
メータ設定等を検討することにより対応可能であった。 
 
３.２ 共同開発の内容 
 
ナショナルコンソーシアムにおける共同開発の内容の詳細を、表３.１のアプ
ローチの順に従って以下に示す。 
 
３.２.１ 暫定規格のプロトタイプ開発 
 
1985年3月に開催された国際科学技術博覧会（科学万博－つくば'85）におい
て、ＮＨＫ暫定規格のもとでハイビジョン放送の本格的デモンストレーション
が行われた。このデモンストレーションの主な目的は次の通りであった。 
 
(1) ＨＤＴＶを一般顧客に認識してもらう。 
 
(2) 一般顧客にハイビジョン放送が実現可能となったことを示し、その性能を
評価してもらう。 
 
(3) 暫定規格のデモンストレーションを通じて、ハイビジョン放送システムの
性能検証を行う。 
 
このデモンストレーションを実現すべく、ＮＨＫは、ＮＨＫの技術シーズの
ノウハウを、技術契約した共同開発メーカへ確実に伝承する方法として、以下
の①～③を実施した。 
 
①暫定仕様書の作成と解説 
２０年間に及ぶＮＨＫの技術シーズであるハイビジョン放送システムは、
暫定仕様書としてまとめられた。内容は、送信側のベースバンド信号・圧縮
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信号、変調方式、受信側の再生信号・ディスプレイの詳細に関するものであ
る。ＮＨＫは、この仕様書を共同開発メーカに配布するとともに、その内容
の詳細な説明会を実施した。 
 
②回路図の提供と各部動作の解説 
ＮＨＫは、開発したプロトタイプの回路図（結線図、パーツリスト等）を、
共同開発メーカに配布し、各部動作の詳細な説明会を実施した。合わせて、
全体システムおよび各種調整データ（レジスタ設定等）の詳細内容に関する
解説を行った。 
 
③評価用信号の提供と動作確認 
全く新しいハイビジョン放送システムでは、図３.２に示すＭＵＳＥデコ
ーダの入力信号（チューナ出力、ハイビジョンコンテンツ）である評価用信
号や信号発生装置が存在しないので、ＮＨＫは先行してＭＵＳＥ用ビデオデ
ィスクプレーヤを共同開発メーカと開発し、このビデオディスクプレーヤと
ディスクを信号源として提供した。 
総合的な試験に関しては、プロトタイプのエンコーダとの接続試験を行
い、詳細な動作確認を実施した。 
 
筆者らがこの暫定規格の実証実験、性能検証のために開発したハイビジョン
受信機のプロトタイプの詳細について説明する。 
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３.２.１.１ ハイビジョン受信機の概要 
 
ハイビジョン放送は、地上波より伝送帯域が広い、衛星放送で実現する方針
にて開発された。我が国には、12GHz帯に８つの衛星放送チャンネルが割り当て
られており、1チャンネルの無線周波数帯域幅は27MHzである。ＮＨＫが開発し
た帯域圧縮技術であるＭＵＳＥ方式は、この１チャンネルの無線周波数帯域幅
でハイビジョン信号を伝送可能としたもので、ハイビジョン信号のベースバン
ド帯域幅約20MHzを8.1MHzに圧縮する方式である。 
開発試作したハイビジョン受信機のプロトタイプを図３.３に、その構成を図
３.４に示す。 
 
 
１ｍ 
 
図３.３：ハイビジョン受信機のプロトタイプ 
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 12GHz パラボラ
アンテナ
ＢＳ
コンバータ
ＢＳ
チュー ナ
ＭＵＳＥ
デコーダ
ＰＣＭ
デコーダ
音声
復調部
１ ＩＦ第   
（１ＧＨｚ ）    帯 
２ ＩＦ第   
ＲＧＢ
出力 高品位
ディスプレイ
音声
出力 （Ｌ）スピーカー  
（Ｒ）スピーカー   
 
図３.４：ハイビジョン受信機の構成（[39]より） 
 
放送衛星からの 12GHz帯の電波は、パラボラアンテナで受信したあとＢＳコ
ンバータ（屋外ユニット）で１GHz帯の第１中間周波（第１IF）信号に変換され
る。次に、ＢＳチューナ（屋内ユニット）において、選局・第２中間周波（第
２IF）増幅・ＦＭ復調を行い、帯域幅8.1MHzの映像信号と中心周波数134.26MHz
の第２IF信号を得る。これらは、それぞれＭＵＳＥデコーダと音声復調部へ送
られる。映像信号は、ＭＵＳＥデコーダで処理した後、高品位（ハイビジョン）
ディスプレイ上に映し出される。第２IF信号は、音声復調部で復調・時間伸長
したあとＰＣＭデコーダで音声信号として復号される。[39] 
ハイビジョン受信機の仕様を、表３.２と表３.３に示す。 
 
表３.２：高品位ディスプレイの仕様（[40]、[41]より） 
 
①走査線数 1,125本 
②毎秒像数 29.970 
③インタレース比 ２：１ 
④アスペクト比 ５：３ 
⑤水平走査周波数 33.716kHz 
⑥垂直走査周波数 59.94Hz 
⑦映像入力信号 Ｒ、Ｇ、Ｂ信号：0.7Vp-p 正極性 
Ｙ、ＣＷ、ＣＮ信号：0.7Vp-p 正極性 
（Ｙは同期信号付き：1.0Vp-p） 
⑧同期信号入力 混合同期：0.3Vp-p 
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表３.３：ハイビジョン受信機の仕様（[39]より） 
 
項目 内容 
受信周波数 11.7～12.0GHz 
受信チャンネル ＢＳ-1,3,5,7,9,11,13,15の各ch 
中間周波数 第２IF：134.26MHz 
信号形式 動き補正多重サブサンプル方式、色信号多重は
色信号の圧縮比４のＴＣＩ信号形式（線順次）
*ＴＣＩ（Time-Compressed Integration） 
走査方式 1,125本／60 ２：１（インタレース） 
伝送ベースバンド帯域幅 8.1MHz（-6dB） 
リサンプルクロックレート 16.2MHz 
輝度信号水平帯域幅 静止領域：20～22MHz 
動領域：12.5MHz 
色信号水平帯域幅 静止領域：7.0MHz 
動領域：3.1MHz 
同期方式 正極デジタル同期 
音声・付加情報多重 垂直帰線期間中に多重：ＰＣＭ 
４φＤＰＳＫ（2.048Kbps） 
映像出力 ＲＧＢ出力：0.7Vp-p（75Ω） 
映像モニタ 高品位ディスプレイ 
 
３.２.１.２ ＭＵＳＥデコーダの構成 
 
図３.２に示すハイビジョン受信機において、圧縮された映像信号を元の信号
に再生するＭＵＳＥデコーダの構成と動作について述べる。 
ＭＵＳＥ方式の輝度信号におけるサンプリングパターンを図３.５に示す。 
図３.５の縦方向－横方向は、圧縮前のＨＤＴＶ画像の縦方向（走査線方向）
－横方向（水平方向）に対応しており、○、□、●、■、×はサンプリングさ
れた画素データである。実線はインタレースの偶数フィールド、破線はインタ
レースの奇数フィールドの走査線を示している。このサンプリングパターンは、
４フィールドで一巡する多重サブサンプリングである。 
図３.５のｄはサンプリング間隔を示しており、１／ｄは64．8MHzに相当す
る。また、リサンプルクロックレートは１／４ｄの16.2MHz、伝送ベースバンド
帯域は8．1MHzである。また、ｈは走査線間隔を示しており、１／ｈは1125／2
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（line/height）である。 
色信号のサンプリングパターンも同様であるが、色信号は輝度信号よりも解
像度が低いので、サンプリング間隔は輝度信号の１／４、２種類の色信号をラ
イン毎に間引いて交互に伝送する線順次方式を採用しており、１／ｄは16.2MHz、
１／ｈは1125／4（line/height）に相当する。 
 
● ●× × × × ●
× × × × ×■ ■
● ●× × × ×
× × × × ×■ ■
● ●× × × × ●
× × × × ×■ ■
h
d
：４ｎ○  番目のフィ ルード
：４ｎ＋１□    番目のフィ ルード
：４ｎ＋２●    番目のフィ ルード ｎ：  整数
：４ｎ＋３■    番目のフィ ルード ｈ：  走査線間隔
：× 伝送しないサンプリング点 ｄ：  サンプリング間隔  
 
図３.５：輝度信号のサンプリングパターン（[42]より） 
 
次に、ＭＵＳＥデコーダの構成を、図３.６に示す。ＢＳチューナでＦＭ復調
した映像信号は、16.2MbpsのデジタルデータにＡ／Ｄ変換された後、同期信号・
コントロール信号が分離される。同期信号はデジタルＰＬＬ（Phase Locked 
Loop）部に送られ、ここで基本クロック（32.4MHz）や各種タイミングパルス（水
平・垂直同期パルスなど）を発生している。コントロール信号は、サブサンプ
リング位相などの情報を伝える信号で、各部の制御を行う。 
マルチプレクサは、現在の映像信号データ（16.2Mbps）とフィールドメモリ
（2）の出力データ（32.4Mbps）を、サブサンプリング位相に合わせて32．4MHz
で切り換え、フィールドメモリ（1）の入力に送っている。例えば、現在の入力
データが図３.５の○に対応するとき、フィールドメモリ（1）の入力には、図
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３.５の実線で示したライン上の○と●が交互に並んだデータが送られる。一方、
フィールドメモリ（1）の出力には、１フィールド前のフィールドメモリ（1）
の入力データが送られるので、図３.５の破線で示したライン上の□と■が交互
に並んだデータが得られる。つまり、フィールドメモリ（1）の入力データと出
力データから４フィールド分の全ての伝送データが得られる。このようにして
得られたデータは，静止領域と動領域に分けられ、個別の処理が行われる。 
 
A/D変換
同期・
ｺﾝﾄﾛｰ ﾙ
信号分離
ﾏﾙﾁ
ﾌﾚﾟｸｻ
ﾌｨｰﾙﾄﾞ
ﾒﾓﾘ  (1)
ﾌｨﾙｰﾄﾞ
ﾒﾓﾘ  (2)
静止領域
補間部
動き
検出部
動領域
補間部
混
合
部
ＴＣＩ
ﾃｺﾞｰﾀﾞ
ﾏﾄﾘｸｽ
D/A変換
ﾃｼﾞﾞﾀﾙ
ＰＬＬ   部ＭＵＳＥ
入力信号
～0 8.1M Hz
同期信号
ｺﾝﾄﾛｰﾙ    信号
映像信号
ｸﾛｯｸ
ﾀｲﾐﾝｸﾞ各種     
ﾞ色信号 
輝度
信号 ＲＧＢ
映像出力
 
 
図３.６：ＭＵＳＥデコーダの構成（[39]より） 
 
静止領域補間部では、この４フィールド分のデータから、伝送されないサン
プリング点（図３.５の×印）のデータを補間する。補間はサンプリングレート
64.8MHzの二次元フィルタ（静止領域補間フィルタ）で行っている。 
動領域では、過去のサンプリング点のデータを使用してデータの補間を行う
と、二重像などの妨害が画面に現れるので、動領域補間部では、現在のフィー
ルドの伝送データのみを使用して、その他のサンプリング点のデータを補間す
る。補間はサンプリングレート 32.4MHzの二次元フィルタ（動領域補間フィル
タ）で行っている。 
動き検出部は、画像の動きをフレーム間のデータの差分から判定している。
静止領域と動領域の切換は、動き検出部の情報に基づいて、画素ごとに混合部
で行っている。混合部の出力信号のうち、輝度信号はそのままで、色信号はＴ
ＣＩ（Time-Compressed Integration：時間軸圧縮多重）デコーダで復号してか
らＤ／Ａ変換されてアナログ信号になる。 
こうして、もとの帯域のハイビジョン信号に復元された輝度信号（帯域20～
22MHz）と色信号（帯域7MHz）を、マトリクス回路でＲＧＢ信号に変換して高品
位ディスプレイへ供給している。[43] 
41 
３.２.２ ＭＵＳＥ方式の性能改善・衛星放送実験 
 
３.２.２.１ ＭＵＳＥ方式の性能改善 
 
1985年の国際科学技術博覧会におけるＮＨＫ暫定規格の実証実験、性能検証
の結果、ＭＵＳＥ方式における受信側の技術課題が明確になった。 
課題は、(1) 再生画像の画質向上、(2) Ｓ／Ｎ改善、(3) 映像・音声の安定
な再生である。この課題を解決する対策がコンソーシアムにて検討され、改良
ＭＵＳＥ方式が提案された。(1)～(3)の対応策について、以下に述べる。 
 
(1) 再生画像の画質向上 
受信側の再生画像が劣化する主たる原因は、①動き適応処理の誤動作（静／
動のフィルタ誤動作による画質劣化：画像ボケや二重像の発生）と②伝送波形
歪（リンギングや折り返し妨害の発生）である。 
 
①動き適応処理の誤動作 
技術課題は、輝度信号の動き検出精度の向上である。改良ＭＵＳＥ方式では、
輝度信号のサンプリングパターンを、従来方式（図３.５）から新方式（図３.
７）へと変更した。この結果、ＭＵＳＥ信号における輝度信号（静止画）のス
ペクトルは、図３.８（c）から図３.９（c）へと変わる。 
この図より、従来方式では「伝送される輝度信号の直流成分まで折り返し成
分が含まれている。」のに対し、改良方式では「伝送される輝度信号の水平周波
数 4.05MHz以下の低域成分には、折り返し成分が含まれない。」ことがわかる。
輝度信号（動画）のスペクトルについても同様である。 
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● ●
● ● ● ● ●● ●● ● ●
● ● ● ● ●● ●● ● ●
● ● ● ● ●● ●● ● ●
● ●● ● ●
● ●● ● ●
● ●● ● ●
● ● ● ● ●● ●● ● ●
● ● ● ● ●● ●● ● ●
● ● ● ● ●● ●● ● ●
● ● ●● ● ● ●
● ● ●● ● ● ●
● ● ●● ● ● ●
● ●● ●
●● ●
● ●● ●
偶数フィー ルド
奇数フィー ルド
fs=48.6M H z
fs=24.3M Hz
fs=48.6M H z
fs=32.4M H z
fs=16.2M H z
静止領域動領域
信号の流れ
ﾌｨｰﾙﾄﾞｵﾌｾｯﾄ     間     
サブサンプリング
原始サンプリング
12M Hz
ﾛ ﾊｰｽﾟﾌｨﾙﾀ
16M Hz
ﾛ ﾊｰﾟｽ2次元   
ﾌｨﾙﾀ
→48 32MHz
サンプリング
周波数変換
→48 32MHz
サンプリング
周波数変換
ﾌﾚｰﾑｵﾌｾｯ   間    
ﾄｻﾌﾞｻﾝﾌﾘﾟﾝｸﾞ
ﾗｲﾝ ｵﾌｾｯﾄ  間     
ｻﾌﾞｻﾝﾌﾟﾘﾝｸ
ＭＩＸ   へ
 
 
図３.７：輝度信号のサンプリングパターン（[3]より） 
 
0 4 8 12 16 20M Hz 0 4 8 12 16 20M Hz 0 4 8 12 16 20MHz
レ
ベ
ル
水平周波数
 
（b）フィールドオフセット
   サンプリング後 
 （c）フレームオフセット 
   サンプリング後 
（a）原始サンプリング
 
 
図３.８：輝度信号静止領域サンプリングによる折り返し関係（図３.５） 
（[3]より） 
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0 4 8 12 16 20M Hz 0 4 8 12 16 20M Hz 0 4 8 12 16 20MHz
レ
ベ
ル
水平周波数
 
 
 
（b）フィールドオフセット
   サンプリング、 
   12MHzフィルタ後 
 （c）フレームオフセット 
   サンプリング後 
（a）原始サンプリング
図３.９：輝度信号静止領域サンプリングによる折り返し関係（図３.７） 
（[3]より） 
 
したがって、改良方式では次の信号処理が可能になる。 
 
・輝度信号の低域成分を利用した１フレーム動き検出処理 
・常時伝送される輝度信号の低域成分を再生信号とする出力処理 
 
これらを採用することで、動き適応処理の誤動作がほとんど目立たなくなり、
実用上問題ないレベルの性能を実現できた。 
 
②伝送波形歪 
改良方式では、送信側に基準信号としてＶＩＴ（Vertical Interval Test）
信号を挿入し、受信側で、このＶＩＴを使用した波形等化を行うことにより、
伝送路歪を除去可能とした。ＶＩＴ信号は 32.4MHzのインパルスで、これを位
相変調した２種類の信号を、垂直ブランキング期間に多重している。 
 
(2) Ｓ／Ｎ改善 
改良方式では、Ｓ／Ｎ改善のために、新たに４つの信号処理を追加した。 
 
①ノンリニアエンファシス 
ＦＭ伝送処理において、送信側で周波数が高い成分を持ち上げる（エンファ
シス）とともに振幅の大きな信号を帯域内に抑圧し（ノンリニア）、受信側で逆
特性をかけるノンリニアエンファシスを採用することにより、9.5dbの改善利得
を得た。 
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②伝送Γ処理 
送信側において、Γ特性にて振幅の大きな信号を抑圧して小さな信号を持ち
上げ、受信側で逆特性をかけることにより、伝送路ノイズを見かけ上抑える効
果を得た。 
 
③定輝度原理 
送信側で原信号のＲＧＢ信号から輝度信号と２種類の色差信号（Ｙ，Ｒ－Ｙ，
Ｂ－Ｙ）へマトリクス変換する際に、ＣＲＴの蛍光特性に合わせたγ特性をキ
ャンセルしたリニアな信号で演算し、受信側の最終出力（Ｙ，Ｒ－Ｙ，Ｂ－Ｙ）
からＲＧＢへマトリクス変換する際に、リニアな信号で演算した後にγ補正を
行う信号処理を採用することで輝度を一定に保ち、混入する色ノイズを抑制し
た。 
 
④適応型ノイズリダクション 
受信機の中にノイズ検出回路を搭載し、そのノイズレベルを積分した値を変
数とし、巡回型ノイズリダクション回路の特性を最適なものに制御する適応型
ノイズリダクションを採用した。 
 
(3) 映像・音声の安定な再生 
従来方式では、ＦＭ変調の映像信号にＰＳＫ変調の音声信号をＲＦ多重して
いたために、受信機におけるキャリア再生が複雑であり、音が途切れるという
不具合が生じることがあった。改良方式では、音声信号をベースバンド多重に
変更し、キャリア再生の負担を軽減した。 
また、(1)の②で示した波形等化器の採用により、受信機のクロック再生の精
度が大きく向上し、安定な再生を可能にした。 
 
３.２.２.２ 衛星放送実験 
 
第１Stepと同様、第２Stepの改良ＭＵＳＥ方式に関しても、ＮＨＫからコン
ソーシアムの各社に技術情報が提供され、プロトタイプの開発と性能検証が行
われた。こうして、標準化技術の開発は1987年末に完了し、ＭＵＳＥ方式の諸
元は、コンソーシアムのメンバーが全員参加していたＢＴＡの高精細度テレビ
委員会にて1988年６月に技術基準骨子としてまとめられ、郵政省の電気通信技
術審議会へ提案された。図３.１０に標準化された最終のＭＵＳＥデコーダのブ
ロック図を示す。 
この技術基準骨子の諸元を確認すべく、ＢＴＡの高精細度テレビ委員会のも
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とで２度の衛星放送実験が実施された。以下に、その内容を述べる。[44] 
 
入力
フィルタ
MU S E
信号入力
8.1M Hz
A/D
16.2M Hz
ｺﾝﾄﾛｰﾙ同期・    
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時間軸伸長
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8M Hz
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R
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映像信号出力
S　静止系信号
M 　動き系信号
ガンマ
補正
AFCパルス出力 動きベクトル
 
 
図３.１０：ＭＵＳＥデコーダのブロック図（[44]より） 
 
(1) 実験の目的 
放送衛星を経由したＭＵＳＥ信号の伝送実験を実施し、方式プロトコル及び
システムの動作・画質・音質及びその他の伝送特性と受信技術に関する資料を
得て、電気通信技術審議会高精細度テレビジョン委員会分科会における伝送規
格の審議に寄与する。 
 
(2) 実験の概要 
ＮＨＫの衛星実験設備を使用し、放送衛星ＢＳ-2の 11ch.でＭＵＳＥ信号を
伝送する。コンソーシアムのメンバー（下記実験参加機関のメンバー）は、こ
れを各々のプロトタイプで受信し、受信機動作の特性について測定評価を行う。 
 
実験参加機関（順不同）： 
ＮＨＫ、三洋電機㈱、シャープ㈱、㈱富士通ゼネラル、ソニー㈱、 
㈱東芝、松下電器産業㈱、日電ホームエレクトロニクス㈱、 
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日本ビクター㈱、パイオニア㈱、㈱日立製作所、三菱電機㈱ 
 
(3) 実験期日 
第一次実験：1987年12月2、4、23、25日 
第二次実験：1988年7月20、22日、1988年8月10日 
 
(4) 実験系統構成 
図３.１１、図３.１２に示す。 
 
静止画
ファイル
VTR
試験信号発生器
テストパター ン
発生器
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映像エンコー ダ
・・・・・・・・
音声エンコー ダ
FM
変調
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Convert
CD再生器
High
Power
Amp
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図３.１１：送信側の構成（[44]より） 
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図３.１２：受信側の構成（[44]より） 
 
(5) 実験項目 
 
①受信機の動作及び受信画質／音質の確認 
・ＭＵＳＥデコーダの映像信号時間伸長、フィールド周波数 60Hz、音声モ
47 
ード切替を含む動作確認 
・ＨＤＴＶ静止画ファイルおよびＶＴＲによる画質、音質の確認 
 
②受信特性データの測定 
・Ｃ／Ｎ、Ｓ／Ｎ、音声ビット誤り率（ＢＥＲ：Bit Error Rate）、 
周波数特性 
 
(6) 実験結果 
 
①時間軸圧縮した映像信号、フィールド周波数60Hzの受信動作は問題なし。 
 
②音声制御符号による受信機の制御は正常に動作。 
 
③Ｃ／Ｎに対するＳ／Ｎ、音声ＢＥＲの関係は、ほぼ理論値と一致、周波数
特性等の電気的特性は問題なし。 
 
④受信機の波形等化は周波数特性の改善に効果あり。 
 
⑤ランダムノイズの検知限はＣ／Ｎで約18dB。75cm径のアンテナで屋外受信
したときのＣ／Ｎは17～21dB。 
 
⑥リンギングは静止画・動画に関して５段階評価で４以上であり、実用上問
題なし。 
 
結論として、1988年６月に技術基準骨子として提案したＭＵＳＥ方式の諸元
については問題ないことが確認された。 
 
３.２.３ 第１世代ＬＳＩ開発 
 
コンソーシアムの各社で開発したプロトタイプの性能は、衛星放送実験で問
題ないことが確認された。そして、1988年には「ＮＨＫ技研公開での展示」、「ソ
ウル五輪の街頭デモンストレーション」を行い、一般からも高い評価を得た。
しかし、このプロトタイプは、汎用ＩＣで作られており、その大きさ、消費電
力、価格の面で家庭用受信機としては不適当であった。これらの課題を解決す
べく、第１世代ＬＳＩ開発に着手した。 
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３.２.３.１ ＬＳＩ化の特長 
 
ＬＳＩ化の特長は、経済性、高性能化、高信頼性である。[45] 
 
(1) 経済性 
ＬＳＩ化の最大の長所は、その経済性にある。経済性は、①ＬＳＩ自体の機
能当りのコストの低下、②組み上がったシステム全体のコスト低下の二つに分
けて考えられる。 
 
①ＬＳＩ自体の機能当りのコストの低下 
ＬＳＩ製造プロセスにおいて、Siスライス（いわゆるウエハ）を単位とし
て処理される工程の費用は、その内部に搭載される回路に、ほとんど依存し
ないので、同じプロセスで作られた完成ウエハのコストは同一と考えられる。
同様に、ウエハをチップに細分した以降の工程での費用は、ほぼチップ単位
で同じである。 
従って、微細加工技術を駆使して面積当りの機能の増大を図り、さらにチ
ップの寸法を大きくして高機能化を図れば、歩留まりが変わらない範囲で機
能当りのコスト低下が可能である。 
 
②組み上がったシステム全体のコスト低下 
ＬＳＩ化により回路が集積化・小型化されるので、システムの組立て・調
整コストが減少する。また、プリント基板やコネクタの節減、装置の小形軽
量化等に起因して費用削減が可能となる。 
 
(2) 高性能化 
ＬＳＩ化によって、高速化、低消費電力化、あるいは両者を総合した尺度で
ある遅延時間電力積の大幅な低減が可能になる。これは次の理由による。 
 
①ＬＳＩ内部に配線が取り込まれることにより、システムの総配線長および
配線長に起因する遅延時間が減少する。 
 
②システムの配線長が短くなることにより寄生容量が減少するので、遅延時
間、消費電力が低減する。 
 
(3) 高信頼性 
ＬＳＩ化システムの信頼性は、従来部品によって作られたものに比べて大幅
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に向上する。これは次の理由による。 
 
①ＬＳＩによって配線がチップ内に取り込まれるので、システム内の接続が
低減する。つまり、チップボンディング、パッケージとプリント板、プリ
ント板とコネクタ等のチップに対する外部からの接続が減少するので、こ
れらに起因する故障が少なくなる。 
 
②ＬＳＩのチップ自体に発生する故障は、従来からの経験則より、集積度に
比例して増加はしない。従って、ＬＳＩ内部での機能当りの信頼度は、集
積度の増大によって改善される。 
 
３.２.３.２ 第１世代ＬＳＩの分担と構成 
 
３.２.３.１で述べたように、ＬＳＩ化により、回路の小型化、低消費電力化、
そして量産による高信頼性と低価格化が可能である。そこで、家庭用ハイビジ
ョン受信機を実現すべく、第１世代のＬＳＩ開発はコンソーシアムの３社（東
芝、日本電気、松下）が中心となって進められた。 
表３.５に各社が開発した専用ＬＳＩの種類をまとめる。第１世代では、機能
評価を優先してＮＨＫが中心となりチップ分割を決めたので、一台あたりのＬ
ＳＩ使用個数が５０個と非常に多くなった。 
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表３.５：第１世代ＬＳＩの種類 
 
会社名 名称 品名 個数＊
　対称フィルタ（１２Ｍ　ＬＰＦ） 　ＴＣ９０４７Ｎ－００１ １
　対称フィルタ（２Ｄフィルタ　センター ） 　ＴＣ９０４７Ｎ－００２ １
　対称フィルタ（２Ｄフィルタ　内側） 　ＴＣ９０４７Ｎ－００３ １
　対称フィルタ（２Ｄフィルタ　外側） 　ＴＣ９０４７Ｎ－００４ １
　ノンリニア処理 　ＴＣ９０４３Ｎ １
　動き検出１ 　ＴＣ９０４４Ｎ １
　動き検出２ 　ＴＣ９０４５Ｎ １
　動き検出３ 　ＴＣ９０４６Ｎ １
　映像プロセスユニット１ 　μＰＤ９３７５ＣＷ ２
　映像プロセスユニット２ 　μＰＤ９３７６ＣＷ １
　映像プロセスユニット３ 　μＰＤ９３７７Ｃ １
　色処理１ 　μＰＤ６４７１ＤＵ １
　色処理２ 　μＰＤ６４７２ＤＵ １
　非対称フィルタ 　μＰＤ６４７０ＤＵ ３
　画像メモリ 　μＰＤ４２２９１Ｒ ９
　１Ｈ遅延線 　μＰＤ４２１０２Ｇ－Ｘ ３
　小容量ＦＩＦＯ 　μＰＤ９３７８ＧＢ ６
　Ｄ／Ａコンバータ 　ＡＮ８１４０Ｋ ３
　音声処理１ 　ＭＮ７３５３４ＴＵＤ １
　音声処理２ 　ＭＮ７３５５６ＴＵＥ １
　データ検出 　ＭＮ７３５３４ＴＵＦ １
　タイミング発生 　ＭＮ５３０６０ＴＵＧ １
　２次元フィルタ用遅延回路 　ＬＨ５０５２３ １
　１２／１１時間伸長 　ＬＨ５０５２４ １
　逆マトリクス 　ＣＸＤ１２１４Ｇ １
　ガンマ補正 　ＣＸＤ１２１５Ｇ ３
　波形等化用ＴＲＦ 　ＨＤ４９４０７ １
　Ａ／Ｄコンバータ 　ＨＡ１９２１４ＮＴ １
　＊：一台当たりのＬＳＩ使用個数 計５０
ソニー
（２種４個）
日立
（２種２個）
東芝
（８種８個）
日本電気
（９種２７個）
松下
（５種７個）
シャー プ
（２種２個）
 
 
主要３社は、各社の得意分野を担当した。東芝は乗算器によるデジタルフィル
タを中心に、日本電気はメモリ・プロセッサーを、松下は同期・クロック再生
系を開発した。 
図３.１１に第１世代ＬＳＩを使用したＭＵＳＥデコーダの構成を示す。 
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図３.１１：ＬＳＩ化ＭＵＳＥデコーダの構成 
 
ＮＨＫより、コンソーシアムに参画する各社へ評価ボードと技術情報が提供
され、ＬＳＩのＥＳ（Engineering Sample）品より各社で性能評価が始められ
た。1989年には、このボードによる評価が完了し、各社で製品化を睨んだプロ
トタイプ（ＬＳＩ化ＭＵＳＥデコーダ）の開発が開始する。筆者らが開発した
プロトタイプは、従来の汎用ＩＣで構成したプロトタイプと比較して、大きさ
で1/20、消費電力で1/30程度の65Ｗとなった。 
図３.１２にＬＳＩ化ＭＵＳＥデコーダのメイン基板を、図３.１３にＬＳＩ
化ＭＵＳＥデコーダのプロトタイプを示す。 
1990年のＮＨＫ技研公開に各社が第１世代ＬＳＩの試作機を展示し、家庭用
ハイビジョン受信機が完成段階に入った時点で、基本的なコンソーシアム活動
は終了した。 
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図３.１２：ＬＳＩ化ＭＵＳＥデコーダ（メイン基板） 
 
 
 
図３.１３：ＬＳＩ化ＭＵＳＥデコーダ（プロトタイプ） 
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第４章 ＨＤＴＶ受信機の製品化 
 
ハイビジョン放送は、1989年より実験放送が始まり、1990年には、第１世代
ＬＳＩによる民生用ハイビジョンＴＶや受信機が発売された。しかし、これら
の価格は非常に高価で（36型ＴＶ：400万円、ＭＵＳＥデコーダ：180万円程度）
あり、一般家庭には普及しなかった。 
 
４.１ マーケティングの課題 
 
(1) 新しい家庭用ＴＶ 
1991年より１日８時間のハイビジョン試験放送が開始され、市場と技術の不
確実性が十分に低下した技術の成熟段階を迎える。そして、新しい家庭用ＴＶ
が、この放送サービスを期待して製品化された。 
これらの製品は、ディスプレイのアスペクト比が 16:9のワイドＴＶである。
機能的に、表４.１に示す３つに分類できる。この表においてＭ／Ｎコンバータ
（ＭＵＳＥ／ＮＴＳＣコンバータ）は、ＭＵＳＥデコーダの信号処理を簡略化
したもので、ＭＵＳＥ信号を現行ＴＶのＮＴＳＣ出力信号にデコードするもの
である。 
 
表４.１：新しい家庭用ＴＶ 
 
種類 機能 
①ワイドＴＶ ・現行ＮＴＳＣ放送対応 
②ワイドＴＶ 
 （Ｍ／Ｎコンバータ内蔵）
・現行ＮＴＳＣ放送対応 
・ハイビジョン放送対応 
⇒簡易受信：ＭＵＳＥ信号のデコード処理を
      簡略化 
③ハイビジョンＴＶ 
 （ＭＵＳＥデコーダ内蔵）
・現行ＮＴＳＣ放送対応 
・ハイビジョン放送対応 
 
(2) 製品の機能と価格 
図４.１に現行ＴＶと表４.１の３種類のＴＶの機能と価格に対するポジショ
ニングを示す。 
 
・現行ＴＶに対して、①ワイドＴＶは、アスペクト比が異なるディスプレイ
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デバイスと表示信号処理が新規に採用されるので、機能はあまり変わらずに
価格が上がるポジションとなる。 
 
・①ワイドＴＶに対して、②ワイドＴＶ（Ｍ／Ｎコンバータ内蔵）はＭ／Ｎ
コンバータを内蔵するので、その分の機能と価格が高くなるポジションとな
る。 
 
・②ワイドＴＶ（Ｍ／Ｎコンバータ内蔵）に対して、③ハイビジョンＴＶは、
ＭＵＳＥデコーダを内蔵し、高解像度なディスプレイデバイスを使用するの
で、機能も価格もさらに上がるポジションとなる。 
 
?
?
?
?
?
?
価格安い 高い
ＴＶ現行  
① ＴＶ ワイド 
ｺﾝﾊﾞ ﾀｰ　　(M /N      無)
② ＴＶ ワイド 
ｺﾝﾊﾞ ﾀｰ　　(M /N    内蔵)
③ Ｔ ハイビジョン  
ﾃｺﾞｰﾀﾞ　　(M U S E     内蔵)
Ｖ
 
 
図４.１：製品の機能と価格 
 
(3) ターゲット価格の実現手段 
(2)に示したように、①～③の新しい家庭用ＴＶの価格が高くなる主な要因
は、次の３つのキーデバイスである。 
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(a) ディスプレイデバイス（アスペクト比16:9のＣＲＴ） 
(b) Ｍ／Ｎコンバータ 
(c) ＭＵＳＥデコーダ 
 
(a)～(c)のキーデバイスの価格設定を、製品立上げ時のターゲット顧客に
合せて決めていく。顧客セグメントは、第２章の図２.２に示す通りである。
これを、表４.２に示す。特に、③に関しては、価格が高いときの初期のター
ゲット顧客として、ホテル、郵便局や駅等の公的機関があった。 
 
表４.２：顧客セグメントとキーデバイスの価格 
 
顧客セグメント 生産状況 キーデバイスの価格 
革新者 量産開始 サンプル価格 
初期受容者 少量生産 量産価格(少量価格) 
早期多数層 本格量産 量産価格(普及価格) 
 
次に、この価格の実現手段であるが、(b)と(c)は各々②と③の製品価格に
のみ影響するが、(a)は①～③の全ての製品に関係しており、最も重要なデバ
イスである。つまり、まず①～③で最も安価である①のワイドＴＶを普及さ
せることに専念し、(a)の価格を下げる戦略が有利である。 
そこで、筆者らは、図４.２に示す戦略にて新しい家庭用ＴＶの製品化を進
めた。 
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① 、製品 の他社差別化製品開発を進め ラインアップを充実する 。
① 、製品 の他社差別化製品開発と並行して 
２ ＬＳＩ 、② ③ 。第 世代  により(b)と(c)を少量生産し  と を製品化する 
① 、製品 が本格普及して(a)が普及価格となる時期を目標に 
２ ＬＳＩ 。(b)と(c)の第 世代  の原価低減を進める 
① 、製品 の本格普及期に合せて 普及価格の(b)と(c)を搭載した
② ③ 。製品 と製品 を市場に投入する 
製品
① ＴＶ ワイド  
② ＴＶ ワイド  
（Ｍ／Ｎ ）　     コンバータ内蔵 
③ ＴＶ ハイビジョン  
（ＭＵＳＥ ）　     デコー ダ内蔵 
キーデバイス
(a) ディスプレイデバイス
（ ＣＲ　   アスペクト比16:9の    
Ｍ／Ｎ(b)  コンバータ
ＭＵＳＥ(c)   デコー ダ
Ｔ）
 
 
図４.２：新しい家庭用ＴＶの製品化戦略 
 
(4) その他の課題 
１日８時間のハイビジョン試験放送が始まり、ＮＨＫを中心にＨＤＴＶの
コンテンツが放送されたが、種類も少なく、顧客の興味を引くには不十分で
あり、ワイドＴＶでも楽しめる 16:9の映像コンテンツを充実させることが、
ＨＤＴＶの普及に関して重要な課題であった。 
このため、現行ＴＶ放送やパッケージメディア（ＶＴＲ、レーザディスク
等）に関して、16:9の映像コンテンツを採用する方式がＢＴＡで検討され、
これらは、ＥＤＴＶⅡ（Extended Definition Television Ⅱ）の規格として
まとめられた。[46] 
57 
４.２ 新たなアライアンス 
 
ハイビジョン普及に関して、企業にとっての急務は、受信機の低価格化であ
った。コンソーシアムによる第１世代ＬＳＩの開発は、技術的な性能確認が主
目的であったので、ＬＳＩ化の特長である小型・低価格化が十分実現できてお
らず、そのために第２世代のＬＳＩ開発は必須であった。しかし、このＬＳＩ
開発には莫大な費用が必要なので、開発費投入リスクを回避しつつ参加企業の
市場での地位向上を実現すべく、解散したナショナルコンソーシアムのメンバ
ーと米国半導体メーカによる新たなアライアンスが形成され、専用チップセッ
トの開発が開始された。これを図４.３に示す。 
 
 
ＮＨＫ １１   とメー カ  社
による
ナショナル
コンソー シアム
新たな
アライアンス
米国
半導体メー カ 松下
ＮＥＣ
三菱
VLS Iテクノロジー
LSIロジック
東芝
モトロー ラ
ソニー
富士通
日立
ＴＩ
 
 
図４.３：新たなアライアンス 
 
筆者らは、松下・ＮＥＣ・ＶＬＳＩテクノロジー・ＬＳＩロジックとアライ
アンスを開始した。他の連合としては、ソニー・富士通・日立・ＴＩと東芝・
モトローラがあった。以下に、筆者らの新たなアライアンスの内容を述べる。 
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(1) 開発コンセプト 
アライアンスの開発コンセプトとしては、他社（他企業連合）との差別化と
して、①技術開発による性能向上、②小型/量産化における品質向上、③低価格
化を目標とした。 
また、通産省より20%の海外メーカ参入が義務付けられた1986年の日米半導
体協定に対応すべく、海外メーカへのアクセス対応を検討した。[47] 
 
(2) 開発分担 
基本的には、第１世代ＬＳＩの開発に参入していたＮＥＣ・松下は、自社の
担当分を中心に、それ以外の残りの部分を三菱が担当することで合意した。 
 
表４.３：各社の開発分担 
 
ブロック名 品名 担当 
ＭＵＳＥ入力処理部 μPD60310GF
ＭＵＳＥ信号処理部 μPD6475GD 
輝度信号処理部 μPD6476GD 
輝度出力処理部 μPD6477GD 
２Ｍフィールドメモリ部 μPD42291GJ
ＮＥＣ 
色処理部 VY06434 VLSIﾃｸﾉﾛｼﾞｰ/NEC 
アナログ入力処理部 M52650FP 
出力処理部 M65620FP 
アナログ出力処理部 M52651SP 
クロックジェネレータ部 M52652SP 
動き検出部 M65621FP 
三菱 
 MN82501 
Ａ／Ｄ部 AN8130FBP 
３ＤＡＣ部 AN8145FBP 
同期部 MN76022TVF 
MN18888TIG 
４Ｍフィールドメモリ部 MN47C401FS 
松下 
音声部 L7A1133 LSIﾛｼﾞｯｸ/松下 
イコライザ処理部 LH50529 シャープ 
ＭＮ変換部 LH50530 日本ビクター 
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ただし、技術開発要素が多い動き検出部に関しては、松下／三菱の共同開発
で行うこととなった。 
チップ分割に関しては、量産に適した実績のあるプロセス・低価格なパッケ
ージの採用を優先して、無理な集積化をすることなく機能的に分割した。周辺
回路のＬＳＩ化を含めて最終的には、１０社の協業となった。表４.３に各社の
開発分担を、図４.４に第２世代ＬＳＩ化ＭＵＳＥデコーダの構成を示す。 
以下に、開発コンセプトの詳細を分析する。 
 
 
 MUSE IN
音声出力
映像出力
HDTV
動き信号出力
FM4：4MﾒﾓﾘMN47C401FS
FM2：2MﾒﾓﾘμPD42291GJ
NTSC映像出力
ｱﾅﾛｸﾞ    入力処理
IPU
M 52650FP
A/D
ADC
AN8130FBP
同期処理
ST G
M N76022TVF
M N18888TIG
ｸﾛｯｸ   発生
CKU
M 52652SP
波形等化
EQ U
LH50529
音声信号処理
MAP
L7A1133
M U S E入力処理
MI P
μPD60310GF
MU S E映像
信号処理
MS P
μPD6475G D
輝度信号処理
YSP
μPD6476GD
輝度出力処理
YOP
μPD6477GD
FM 4
色信号処理
CS P
VY06434
出力処理
OC P
M 65620FP
D/A
DAC
AN8145FBP
ｺﾝﾊﾞ ﾀｰｰHD -NT     
HNC
LH50530
ｱﾅﾛｸﾞ     出力処理
OP U
M 52651SP
動き検出処理
MD P
M 65621FP
/M N82501
FM 4
FM 4 FM 2
 
 
図４.４：第２世代ＬＳＩ化ＭＵＳＥデコーダ 
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４.３ 技術開発による性能向上 
 
第２世代ＬＳＩ開発において、協業の各社が性能向上目標を提案し、技術開
発による他社差別化を検討した。表４.４にこれを示す。 
表４.４のいずれの性能向上目標も、試作機にて実際に性能検証を行い、開発
したＬＳＩに搭載した。特に、筆者が提案した輝度信号処理部、色処理部にお
ける技術開発について、詳細に検証する。[48]，[49] 
 
表４.４：技術開発による性能向上 
 
ブロック名 ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 性能向上目標 
MUSE入力処理部 100 QFP 
MUSE信号処理部 120 QFP動画系ﾄﾗﾝｼﾞｪﾝﾄ改善、ﾀﾞｲﾅﾐｯｸ可変NR 
輝度信号処理部 120 QFP4Mﾒﾓﾘ機能内蔵（4Mﾒﾓﾘ削除） 
輝度出力処理部 120 QFP 
2Mﾌｨｰﾙﾄﾞﾒﾓﾘ部 74 QFP  
色処理部 100 QFP8.1MHz縦縞改善 
ｱﾅﾛｸﾞ入力処理部 24 SOP AGCアンプ、クランプ内蔵 
出力処理部 152 QFP水平垂直輪郭補正内蔵 
ｱﾅﾛｸﾞ出力処理部 32 SDIL利得制御ｱﾝﾌﾟ、3値同期信号付加回路内蔵
ｸﾛｯｸｼﾞｪﾈﾚｰﾀ部 32 SDIL44MHzの内部発生 
動き検出部 160 QFP動検性能改善（動いた物体の後の改善） 
Ａ／Ｄ部 64 QFH  
３ＤＡＣ部 64 QFH  
同期部 160 QFP同期部性能改善（検出時間の短縮） 
4Mﾌｨｰﾙﾄﾞﾒﾓﾘ部 50 SSOP2Mbit→4Mbit 集積化 
音声部 120 QFPﾃﾞｼﾞﾀﾙｲﾝﾀﾌｪｰｽ機能等追加 
ｲｺﾗｲｻﾞ処理部 144 QFPｲｺﾗｲｻﾞ性能改善（範囲の拡大） 
ＭＮ変換部 128 QFPNTSC変換機能の付加 
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４.３.１ 輝度信号処理部における性能向上 
 
輝度信号フィールド間内挿は、ＭＵＳＥデコーダの静止領域の信号処理であ
る。第１世代ＬＳＩでは、この輝度信号フィールド間内挿を簡単な垂直フィル
タで行っており、垂直周波数が高い折返し成分が十分に除去されずに妨害とし
て残っていた。そして、この折返し成分を出力のアナログフィルタで除去する
ため、急峻な遮断特性を持つ高価なフィルタが要求された。しかし、ＭＵＳＥ
デコーダの低価格化を考えると、このような高価なフィルタを使用する方法は
好ましくない。そこで、5ライン×7画素までの任意のタップ長の二次元フィル
タで輝度信号のフィールド間内挿が行えるハードウェアを試作し、この二次元
フィルタのタップ長を変えて輝度信号フィールド間内挿の性能を検証した。 
 
(1) ハードウェアの構成 
輝度信号フィールド間内挿を行う二次元フィルタの入力信号は、フィールド
毎に位相がオフセットする信号である。この入力倍号と5ライン×7画素の二次
元フィルタの位相関係を図４.５に示す。 
図４.５の縦方向－横方向は、圧縮前のＨＤＴＶ画像の縦方向（走査線方向）
－横方向（水平方向）に対応しており、○、●はサンプリングされた後に圧縮
処理された画素データである。実線はインタレースの偶数フィールド、破線は
インタレースの奇数フィールドの走査線を示している。 
 
● ● ● ●×
● ● ● ●
×
× ×
×
×× ×
×
×
×
×
×
×
×
×
×
×
● ● ●×
● ● ●
×
×
××
×
×
×
×
×
×
×
×
×
×
×
×
d d
h h
 
 
図４.５(a)：伝送データ   図４.５(b)：非伝送データ 
(偶数フィールド)   (偶数フィールド) 
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図４.５(c)：伝送データ   図４.５(d)：非伝送データ 
(奇数フィールド)   (奇数フィールド) 
 
□：フィルタの中心位相、ｈ：走査線間隔、ｄ：サンプリング間隔 
 
図４.５：輝度信号フィールド間内挿用二次元フィルタ（5×7）の位相関係 
 
また、図４.５のｄはサンプリング間隔を示しており、１／ｄは48.6MHzに相
当する。ｈは走査線間隔を示しており、１／ｈは 1125／2（line/height）であ
る。 
すなわち、○は偶数フィールドの輝度信号データ（標本点）を、●は奇数フ
ィールドの輝度信号データ（標本点）を、×は伝送されない輝度信号データ（内
挿点）を表わしている。試作したハードウェアでは、標本点用のフィルタと内
挿点用のフィルタを構成して、各々の出力信号を図４.５の(a)～(c)に示す位相
に合わせて切り替えている。 
ハードウェアの構成を図４.６に示す。図４.６の12個の乗算器のデータ（α
00，α01，・・・，α23）は、パソコンから任意の値が入力できるように構成した
ので、タップ係数やタップ長を容易に設定できる。図４.５の(a)～(c)に示す位
相に合わせて、フィールドごとの位相をサブサンプルクロック（S.S clock）に
て切り替えている。 
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1 H
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ﾌｨﾙｰﾄﾞ
ﾒﾓﾘ
＋
＋
＋
＋
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Ｄ
Ｄ
Ｄ Ｄ Ｄ
×
×
×
× ＋
＋
＋
＋
＋
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ｾﾚｸﾀ
Ｄ
Ｄ
Ｄ Ｄ Ｄ
×
×
×
× ＋
＋
＋
＋
＋
ｾﾚｸﾀ
ｾﾚｸﾀ
Ｄ
Ｄ
Ｄ Ｄ Ｄ
×
×
×
× ＋
＋
＋
＋
ｾﾚｸﾀ
α00
α02
α01
α03
α10
α12
α11
α13
α20
α22
α21
α23
S.S clock
S.S control  
 
図４.６：二次元フィルタのブロック図 
 
(2) 二次元フィルタの特性 
輝度信号フィールド間内挿を行う二次元フィルタの理想的な周波数特性を図
４.７に示す。この特性を簡単な二次元フィルタで実現するのは困難であるが、
妨害として目立つ折返し成分は、主に垂直周波数ν0=1125／2（line／height）
付近と水平周波数μ0=24.3MHz付近に存在するので、この成分を十分に減衰して、
できる限り図４.７の特性に近いものを検討した。 
 
μ0
ν0
0
 
?
?
?
?
?
 
水平周波数
図４.７：二次元フィルタの理想周波数特性 
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(3) 検証結果 
垂直 3ラインの二次元フィルタでは、水平の画素数を 7画素にしても、水平
周波数特性を劣化させずに折返し成分を十分に減衰させるものが実現できなか
った。一方、垂直5ラインの二次元フィルタでは、水平の画素数が3画素でも、
比較的簡単なタップ係数で実用上問題ないものが実現できた。また、5ライン×
7画素の二次元フィルタでは、水平・垂直周波数特性を劣化させずに、折返し成
分をほぼ完全に除去できるものが実現できた。 
従来の 3ライン×1画素の二次元フィルタで輝度信号フィールド間内挿を行
った際の出力画像を図４.８(a)に、5ライン×7画素の二次元フィルタで輝度信
号フィールド間内挿を行った際の出力画像を図４.８(b)に示す。 
図４．８(a)の垂直のくさび部分にある妨害が、図４．８(b)では除去されて
いることがわかる。ただし、図４.８(a)と図４.８(b)で出力のアナログフィル
タによる帯域制限はされていない。 
 
 
 
図４．８(a)：output of 3×1 filter 
 
 
 
図４．８(b)：output of 5×7 filter 
 
図４．８：出力画像 
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４.３.２ 色信号処理部における性能向上 
 
ＭＵＳＥ方式によるハイビジョン試験放送が 1991年 11月より開始されて以
来、各社で、様々なハイビジョン受信機が開発された。しかし、受信機を一般
家庭へ本格的に普及させるには、ＭＵＳＥデコーダの低価格化と高画質化が必
要である。この高画質化に関する研究が、いくつか発表されているが、第１世
代ＬＳＩのＭＵＳＥデコーダにおける問題点の一つに、色信号における画質劣
化がある。[50] 
これは、色信号フィールド間内挿処理を簡略化しているために生じるもので
ある。そこで、色信号処理に低域通過フィルタを追加して妨害成分を除去する
方法を考え、実際のハードウェアでその性能を検証した。 
 
(1) 色信号における画質劣化 
図４.９に、伝送される色信号のサンプリングパターンを示す。 
図４.９の縦方向－横方向は、圧縮前のＨＤＴＶ画像の縦方向（走査線方向）
－横方向（水平方向）に対応しており、○、●、△、▲はサンプリングされた
後に圧縮処理された画素データである。実線はインタレースの偶数フィールド、
破線はインタレースの奇数フィールドの走査線を示している。このサンプリン
グパターンは、４フィールドで一巡する多重サブサンプリングである。色信号
は線順次で圧縮処理を行っているので、間のラインのデータは伝送されない。
また、図４.９のｄはサンプリング間隔を示しており１／ｄは16.2MHzに相当す
る。ｈは走査線間隔を示しており、１／ｈは1125／2（line/height）である。 
 
● ●●
● ●▲ ▲ ▲
▲ ▲
○　　n   field
●　n+1  field
△  n+2  field
▲  n+3  field
ｎ：  整数
ｈ：  走査線間隔
ｄ：  サンプリング間隔
d
h
 
 
図４.９：伝送色信号のサンプリングパターン 
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● ●
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●
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▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲
▲ ○　　n   field
●　n+1  field
△  n+2  field
▲  n+3  field
ｎ：  整数
ｈ：  走査線間隔
ｄ：  サンプリング間隔
d
h
 
 
図４.１０：フィールド間内挿された色信号のサンプリングパターン 
 
第１世代ＬＳＩのＭＵＳＥデコーダでは、フィールドメモリとラインメモリ
を使用して、図４.１０に示すパターンの色信号フィールド間内挿処理を行って
いる。しかし、この内挿処理では、水平周波数の帯域制限がなされていないの
で、次の問題が生じる。 
 
・水平周波数8.1MHz付近に存在する垂直周波数が高い成分の折り返し妨害を、
十分除去することができない。 
 
・フィールド間でクランプレベルが変動すると8.1MHzの縦線妨害が生じる。 
 
(3) 提案方式の構成 
(2) で述べた問題を解決する方法として、第１世代ＬＳＩの色信号内挿出力
に、水平周波数を帯域制限するフィルタを追加することを検証した。このフィ
ルタの理想的な周波数特性（f特）は 0～7MHz程度までフラットで、8.1MHz付
近の成分を完全に遮断するものである。今回、理想均な f特に近い FIRフィル
タを、以下の方法により、簡単なハードウェアを用いて実現した。 
 
①フィルタの伝達関数Ｈ（Ｚ－１）に対して、 
 
Ｈ（Ｚ－１）＝Ｈ１（Ｚ
－１）・Ｈ２（Ｚ
－１） 
Ｚ－１＝exp（j2πf/f０）、ただし、fは水平周波数（MHz）、f０＝16.2MHz、 
Ｈ１（Ｚ
－１）＝（1/4）・Ｚ－１・（Ｚ－１／２＋Ｚ１／２）２ 
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として、8.1MHz付近の成分を完全に遮断する。 
 
②次数を設定してＨ（Ｚ－１）を周波数サンプリング法で求める。 
 
(4) 検証結果 
Ｈ（Ｚ－１）の次数が６次～１０次のものの最終画像を評価した（係数は全て
２のべき乗の和で表した。）。６次のものでは、若干 f特の劣化が見受けられた
が、８次のものと１０次のものでは、画質劣化は全く感じられなかった。図４.
１１（a）に、第１世代ＬＳＩの色信号内挿処理を行ったテストパターンの最終
画像を、図４.１１（b）に、提案方式（８次）で内挿したものを示す。妨害成
分が十分に除去されているのがわかる。 
 
  
 
図４.１１(a)：第１世代ＬＳＩの   図４.１１(b) 提案方式（８次） 
  色信号内挿処理 
 
図４.１１：出力画像 
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４.４ 小型/量産化における品質向上 
 
受信機の小型化は、チップ分割と重複する内容である。表４.５に示すように
第１世代で60個以上使用していたＬＳＩを、第２世代では21個へと削減した。 
第１世代で細かく機能ごとに分けられていたＬＳＩの集積化を、更に進めるこ
とで実現した。 
量産化に関しては、低消費電力化とテスタビリティ（ＬＳＩの実装における
接続や配線の自動テストなど）を検討し、目標を実現した。低消費電力化の結
果を表４.５に、テスタビリティの結果を表４.６に示す。 
低消費電力化は、小型化による回路および配線数の削減、ＬＳＩのパッケー
ジをプラスチックのモールドタイプに統一する等により実現した。 
 
表４.５：受信機の小型化・低消費電力化 
 
ＬＳＩ数 消費電力 
ブロック名 
第１世代 第２世代 第１世代 第２世代 
MUSE入力処理部 １個 １個 400mW 300mW 
MUSE信号処理部 ７個 １個 3200mW 800mW 
輝度信号処理部 ６個 １個 2200mW 850mW 
輝度出力処理部 ６個 １個 2000mW 750mW 
2Mﾌｨｰﾙﾄﾞﾒﾓﾘ部 １個 １個 350mW 250mW 
色処理部 ４個 １個 1000mW 450mW 
ｱﾅﾛｸﾞ入力処理部 － １個 － 400mW 
出力処理部 ５個 １個 3000mW 900mW 
ｱﾅﾛｸﾞ出力処理部 － １個 － 650mW 
ｸﾛｯｸｼﾞｪﾈﾚｰﾀ部 １個 １個 500mW 700mW 
動き検出部 ６個 １個 2600mW 1200mW 
Ａ／Ｄ部 １個 １個 750mW 750mW 
３ＤＡＣ部 ３個 １個 450mW 600mW 
同期部 ４個 ２個 800mW 350mW 
4Mﾌｨｰﾙﾄﾞﾒﾓﾘ部 ６個 ３個 1800mW 1400mW 
音声部 ６個 １個 1000mW 900mW 
ｲｺﾗｲｻﾞ処理部 ３個 １個 1000mW 950mW 
ＭＮ変換部 － １個 － 1000mW 
合計 ６０個以上 ２１個 21.05W以上 13.20W 
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表４.６：ＬＳＩのテスタビリティ 
 
ブロック名 第１世代 目標 結果 
MUSE入力処理部 IEEE-1149.1に準拠 
MUSE信号処理部 IEEE-1149.1に準拠 
輝度信号処理部 IEEE-1149.1に準拠 
輝度出力処理部 IEEE-1149.1に準拠 
2Mﾌｨｰﾙﾄﾞﾒﾓﾘ部 なし 
色処理部 IEEE-1149.1に準拠 
ｱﾅﾛｸﾞ入力処理部 なし 
出力処理部 IEEE-1149.1に準拠 
ｱﾅﾛｸﾞ出力処理部 なし 
ｸﾛｯｸｼﾞｪﾈﾚｰﾀ部 なし 
動き検出部 IEEE-1149.1に準拠 
Ａ／Ｄ部 なし 
３ＤＡＣ部 なし 
同期部 松下簡易方式 
4Mﾌｨｰﾙﾄﾞﾒﾓﾘ部 なし 
音声部 松下簡易方式 
ｲｺﾗｲｻﾞ処理部 松下簡易方式 
ＭＮ変換部 
実装テスト 自動テスト
なし 
 
テスタビリティに関しては、IEEE-1149.1（バウンダリ・スキャン）をメイン
のデジタルＬＳＩに採用したので、テスト信号をプリント基板に入力してスキ
ャンレジスタの信号パターンを確認することにより、システムの配線チェック
を行うことが可能となった。 
このように、第２世代ＬＳＩシステムでは、小型化、低消費電力化、ＬＳＩ
の自動テストに関する目標の性能を実現したので、第１世代ＬＳＩシステムと
比較して製品の品質を大幅に向上することができた。 
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４.５ 受信機の低価格化 
 
第２世代ＬＳＩチップセットは、ＭＵＳＥデコーダに必要な全てのＬＳＩを
同時に開発しており、かつ量産を容易にしているために、ハイビジョンＴＶや
ＭＵＳＥデコーダの小型・低価格化を実現可能にした。 
しかし、筆者らが開発した第２世代ＬＳＩを使用したＭＵＳＥデコーダの電
気部品（プリント基板等を含む）の合計価格は、約１１万円、３６型ハイビジ
ョンＴＶの市場価格は１００万円前後と高価であった。 
そこで、第２世代の開発後もアライアンスを継続し、引き続き原価低減を目
指したＬＳＩ開発を行った。具体的には、さらに周辺回路の取込みを図り集積
化を進めるとともに、画像メモリを、最も市場で使用されている汎用メモリに
交換することで、筆者らは、第２世代ＬＳＩを使用したＭＵＳＥデコーダの電
気部品の直材費半額という大幅な原価低減を実現した。 
この結果、1994年には市場価格５０万円前後のハイビジョンＴＶが製品化さ
れ、以後、順調に普及していった。 
71 
第５章 放送のデジタル化によるＨＤＴＶの進化 
 
日本でラジオ放送が始まったのは 1925年、テレビ放送が始まったのは 1953
年である。テレビの登場が日本の放送界の最初の変革期であった。第２の変革
期はカラーテレビの放送が始まった 1960年である。そして 2003年にＨＤＴＶ
が放送可能である地上デジタル放送が始まり、日本の放送界は第３の変革期を
迎えている。 
第２の変革期であるカラーテレビ放送から第３の変革期である地上デジタル
放送に至る過程において、テレビ受信機の信号処理はアナログ処理からデジタ
ル処理へと進化していった。 
 
５.１ テレビ受信機のデジタル化 
 
近年の半導体技術の進歩にて、低コスト、低消費電力、高速なデジタル映像
信号処理が可能となった結果、民生用ＴＶは、1980年代後半、デジタル化によ
る高性能化が急速に進んだ。 
まず、アナログカラーテレビ放送を、受信側のデジタル映像信号処理にて高
画質化を実現するＩＤＴＶ（Improved Definition Television）が開発された。
ＩＤＴＶの信号処理を図５.１に示す。ＩＤＴＶは、アンテナで受信された信号
をアナログ復調後、Ａ／Ｄ変換にてデジタルの複合信号に変換し、このデジタ
ル信号を輝度信号色信号分離・走査線変換処理して後、Ｄ／Ａ変換にてアナロ
グのＲＧＢ信号に変換してディスプレイに表示するものである。 
 
アナログ
復調
受信
複合信号
輝度信号
色信号分離
輝度信号
色信号
走査線
変換
A/D
変換
D/A
変換
R
G
B
R
G
B
ディスプレイ
 
 
図５.１：ＩＤＴＶの信号処理 
 
ＩＤＴＶの製品開発は、まず、ラインメモリを使用した２次元処理（水平、
垂直）による輝度信号色信号分離（ＹＣ分離）、走査線変換（ＩＰ変換：インタ
レース・プログレッシブ変換）による高画質化から始まり、その後、ラインメ
モリだけでなく、フレームメモリを使用して画像の動き情報を利用する３次元
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処理（水平、垂直、時間）による、ＹＣ分離、ＩＰ変換による高画質化へと進
んだ。[51] 
この技術の延長線上に、第３章、第４章で述べたハイビジョンＴＶが開発さ
れた。ハイビジョン放送システムは第３章の図３.２に示すように、送信側にて
デジタル映像信号処理によりＭＵＳＥ方式で帯域圧縮された信号を受信し、こ
の信号をデコード後に表示して高画質化を実現するものである。ＩＤＴＶとは
異なり、送信側、受信側の両方でデジタル映像信号処理を行うものである。し
かし、伝送信号は帯域圧縮されたデジタルの映像信号をアナログに変換した信
号である。 
一方、序章で述べたように、1988年にISO/IECに属するMPEGが、民生用機器
への搭載を目指して、動画像符号化方式の国際標準化を開始した。MPEGは、通
信分野で方式が固まりつつあった H.261（1990年標準化）を参照しつつ、1992
年に MPEG-1、1994年に MPEG-2と動画のデジタル圧縮技術を標準化した。そし
て、MPEG-2により、約１GbpsのＨＤＴＶ画像は 20Mbps程度への符号化が可能
となり、誤り訂正やデジタル変復調技術を併用して更に符号化進めることで、
現行放送の１チャネルの帯域幅6ＭＨｚにて送受信できるようになった。 
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、映像 音声
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圧縮符号化
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デジタル
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多重化
受信系
ＭＰＥＧ－    2準拠
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データ
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デジタル
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多重信号
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図５.２：デジタルＨＤＴＶ放送システム 
 
図５.２にデジタルＨＤＴＶ放送システムを示す。わが国では、2000年末に
MPEG-2に準拠した規格のもと、ＢＳによるデジタルＨＤＴＶ放送が実現した。
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デジタルＨＤＴＶ放送は、送信側、受信側の信号処理、伝送信号の全てがデジ
タルである。 
アナログカラーＴＶからデジタルＨＤＴＶまでのテレビ受信機のデジタル化
の流れをまとめる。 
 
①アナログカラーＴＶの伝送信号は、周波数多重されたアナログ信号である。
受信機の信号処理もアナログ処理である。 
 
②ＩＤＴＶの伝送信号は、アナログカラーＴＶと同じアナログ信号であるが、
受信機の信号処理は、デジタル処理である。 
 
③ハイビジョンＴＶの伝送信号は、デジタル処理で帯域圧縮された映像信号
をアナログに変換した信号（サンプル値のアナログ信号）である。受信機
の信号処理はデジタル処理である。 
 
④デジタルＨＤＴＶの伝送信号は、MPEG-2に準拠して符号化されたデジタル
信号、受信機の信号処理はデジタル処理である。 
 
従って、横軸に伝送信号、縦軸に受信機の信号処理をとることにより、①～
④の結果は、図５.３のように示すことができる。 
 
アナログ デジタル
伝送信号
ＴＶアナログカラー   
ＩＤＴＶ ＴＶハイビジョン  
ＴＶデジタルHD  
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
 
 
図５.３：テレビ受信機のデジタル化 
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 ５.２ 技術革新の不連続性 
 
(1) 技術のＳ曲線 
図５.４に技術のＳ曲線を示す。この曲線は、ある製品、製法を開発／改良す
るために投じた費用ともたらす成果との関係を示すものである。 
資金を投入したとき、当初はなかなか成果が上がらず、開発の足取りは遅々
としてはかどらない（萌芽期）。その後、開発を前進させる鍵となる情報がきち
んと集まると、全ての制約が一挙に取り払われ、急速な進展を見る（急速進展
期）。しかし、製品や製法の開発に、さらに多額の資金をつぎ込むにつれ、最終
的に技術の進歩をものにするのが、ますます困難に、しかも高くつくようにな
る（成熟期）。例えば、帆船がもっと速くなるわけでなく、金銭登録機の性能が
格段に向上することもない。それはＳ曲線の上端に限界があるからである。[52] 
 
?
?
努力（投入リソース）
萌芽期
急速進展期
成熟期
（技術の限界）
 
 
図５.４：技術のＳ曲線 
 
(2) 持続的イノベーション 
新しい技術が現れ、従来の技術の性能を追い越す過程は、いくつかの技術の
Ｓ曲線が交わるカーブで表現できる。Ｓ曲線に沿って技術が進化するのは、通
常、既存の技術アプローチの中で、少しずつ改良が進んだ結果であり、次の技
術曲線に乗り換えることは、抜本的な新しい技術を採用することを意味する。
このように、確立された性能向上の軌跡を維持しつつ技術革新が繰り返される
のが、持続的イノベーションである。 
５.１節で述べたＴＶ受信機のデジタル化において、アナログカラーＴＶから
ＩＤＴＶ、ＩＤＴＶからハイビジョンＴＶへの性能向上は、最終出力のディス
プレイへの表示画像の画質（解像度、色再現性、Ｓ／Ｎ等）に関する技術革新
であり、図５.５に示す緩やかな持続的イノベーションといえる。 
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?
?
時間
ｱﾅﾛｸﾞｶﾗＴｰＶ
ＩＤＴＶ
 
ハイビジョンＴＶ
図５.５：持続的イノベーション 
 
(3) 技術のＳ曲線とバリューネットワーク 
クレイトン・クリステンセンは、著書の「イノベーションのジレンマ」にて、
技術を二つに分類している。一つは、「同一尺度によって測られる性能の向上を
持続する技術（持続的技術：サステナブルテクノロジー）」、もう一つは、「性能
の軌跡を破壊し、塗り替える技術（破壊的技術：ディスラクティブテクノロジ
ー）」である。[53] 
図５.６に技術のＳ曲線とバリューネットワークの関係を示す。Ｓ曲線が交差
する典型的な構造は、１つのバリューネットワーク（用途（市場）「Ａ」）の中
で、持続的イノベーションが起こる様子を表している。縦軸は、製品のいずれ
かの性能を表す尺度である（用途「Ａ」の観点で見た性能）。破壊的イノベーシ
ョンの縦軸には、確立されたバリューネットワークとは別の性能指標をとらな
ければならない（用途「Ｂ」の観点で見た性能）。破壊的技術は、まず、新しい
バリューネットワーク（用途（市場）「Ｂ」）で商品化され、次に確立されたネ
ットワークを侵食する。破壊的技術は、独自のバリューネットワークの中で、
独自の軌跡に沿って出現し、発展していく。別のバリューネットワークで求め
られるレベルと品質を満たすまで性能が上がると、そのネットワークを侵食し
はじめ、恐るべきスピードで既存の技術と、既存の実績ある企業を駆逐するこ
とができる。 
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図５.６：技術のＳ曲線とバリューネットワーク（[53]より） 
 
デジタルＨＤＴＶの技術について検証する。 
図５.７に各種高能率符号化標準方式のカバーする範囲を示す。テレビ会議や
テレビ電話などの画像音声通信用に開発された画像符号化方式 H.261が基本と
なり、圧縮する画像の解像度（画像サイズ）を拡大し民生機器へ展開する目的
で、ビデオＣＤなどの蓄積メディアへの記録のための符号化方式MPEG-1が、次
いでＤＶＤやデジタル放送へ対応可能な符号化方式MPEG-2が標準化された。 
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図５.７：各種高能率符号化標準方式のカバーする範囲（[54]より） 
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通信分野で動画像を伝送する用途において、伝送可能な画像サイズという性
能に着目すると、H.261→MPEG-1→MPEG-2という技術の流れは、持続的イノベー
ションである。 
一方、MPEG-1は民生分野への技術の展開を図ったが、再生画像の画質が市場
のローエンドで求められている性能を満たしていなかったので、破壊的技術に
はならなかった。民生分野の市場で求められているローエンドの画質は、アナ
ログＶＴＲの再生画像を目標とすべきであった。 
これに対し、MPEG-2は現行放送の標準画像（ＳＤＴＶ：Standard Definition 
TV）からＨＤＴＶまでの画像サイズに対応しており、符号化レートを確保する
ことにより、再生画像の画質が、民生分野の市場で要求される性能を満足する
ことが可能であった。そこで、MPEG-2の技術が確立するとともに、民生分野に
てＶＴＲ→ＤＶＤ、アナログＴＶ→デジタルＴＶといった破壊的イノベーショ
ンが起こった。 
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ｱﾅﾛｸﾞ ｶﾗｰＴＶ
ＩＤＴＶ
（ ） 持続的技術 
「 」民生分野 画質 
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「 」通信分野 画像サイズ 
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
ＭＰＥＧ    ー1
Ｈ．２６１
 
ＭＰＥＧ   ー 2
ＴＶデジタルHD  
（ ） 破壊的技術 
?ＴＶハイビジョン  
（ ） 持続的技術 
 
図５.８：デジタルＨＤＴＶ放送への技術の移行 
 
図５.８に、通信分野の技術であるMPEG-2が、ある伝送画像サイズという性
能を満足することで、民生分野において市場で要求される再生画像の画質とい
う性能を満足する破壊的技術となり発展して、ハイビジョンＴＶからデジタル
ＨＤＴＶへと技術が移行した様子を示す。 
デジタルＨＤＴＶ放送は、世界に先駆けて 1998年 11月に米国で地上波によ
り開始した。この米国のデジタルＨＤＴＶ放送に対応したデジタルＨＤＴＶ受
信機を、筆者らは世界で初めて開発した。以下に開発内容の詳細を示す。 
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５.３ デジタルＨＤＴＶ受信機の開発 
 
1998年11月から全米主要10都市の24局で実施されたデジタルＴＶ（ＤＴＶ）
放送開始に照準を合わせて、米国向けＤＴＶ受像機を筆者らは世界で初めて開
発した。[55]，[56] 
開発したＤＴＶ受像機は、73インチ高精細プロジェクションＴＶをモニタに
用い、大画面・高画質でＨＤＴＶ画像を映し出すホームシアターを構築する中
核となる。また、ＡＴＳＣ（Advanced Television Systems Committee）が定め
たＤＴＶ規格では、ＨＤＴＶとＳＤＴＶ双方を含む合計18の画像フォーマット
が規定されているが、この受像機は、デジタルフォーマット変換回路により、
高橋細プロジェクションＴＶ表示に適したＨＤＴＶ相当の映像信号に、全ての
伝送画像フォーマットを変換するものである。[57]，[58] 
筆者らと米国ルーセントテクノロジーズ社が共同開発した、５種類のチップ
で構成されるＤＴＶ受信機用チップセットを用いることにより、コンパクトな
ＤＴＶ受信デコーダを実現した。本節では、筆者らが開発したＤＴＶ受像機の
システム構成と、その主要構成要素の詳細を示す。 
 
５.３.１ ＤＴＶ放送デコーダ 
 
SD RAM SD RAM
ビデオ
デコー ダ
ディスプレイ
プロセッサ
オーディオ
デコー ダ
マイコンマイコン
ホストマイコン
DE M U X
DT V
フロント
エンド
I2Cバス
1M ×16×6 1M ×16×4
HD- P TV
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図５.９：ＤＴＶ放送デコーダの構成 
 
ＤＴＶ放送デコーダの構成を図５.９に示す。ＤＴＶ放送デコーダは、筆者ら
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と米国ルーセントテクノロジーズ社が共同開発した５種類のＬＳＩ（８ＶＳＢ
（Vestigial Side Band）復調、ＤＥＭＵＸ（Demultiplexcer）、ビデオデコー
ダ、オーディオデコーダ、及びディスプレイプロセッサ）からなるコアチップ
セット、ＤＴＶチューナ、SDRAM（Synchronous Dynamic Random Access Memories）、
マイクロプロセッサで構成される。[59] 
ＤＥＭＵＸ及びビデオデコーダは、専用マイコンで制御される。また，ホス
トマイコンが、主にⅠ２Cバスを介して、システム全体につながっており、チャ
ネル選局など機能ブロックをまたがる制御を統括している。 
 
(1) ８ＶＳＢ復調 
８ＶＳＢは８値の振幅をもつ残留側波帯変調である。８ＶＳＢ信号受信フロ
ントエンドの構成を図５.７に示す。 
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図５.７：ＤＴＶ受信フロントエンドの構成 
 
アンテナ受信又はケーブルＴＶ伝送された８ＶＳＢ信号は、ダブルコンバー
ジョンタイブのＤＴＶチューナに入力される。このＤＴＶチューナは、54MHz～
810MHzの周波数帯域内の地上波及びケーブルＴＶ放送チャネルをカバーする。
第一中間周波数は 920MHz、第二中間周波数は44MHzに設定されている。チュー
ナからの第二中間周波出力は、6MHzの帯域幅を持つＳＡＷフィルタを通過した
後、さらにダウンコンバータで 5.38MHzの中心周波数を持つ帯域信号に変換さ
れる。このダウンコンバータ出力信号が、Ａ／Ｄ変換器で８ＶＳＢ復調器から
供給される21．5MHz（シンボルレートの２倍）のクロックを用いて10ビットの
デジタル信号に変換された後、８ＶＳＢ復調器に入力される。なお、８ＶＳＢ
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復調器は、ＡＧＣ（Auto Gain Control）制御信号をＰＤＭ（Pulse Density 
Modulation）信号としてダウンコンバータに出力している。ダウンコンバータ
では、８ＶＳＢ復調器からＡＧＣ制御信号を受け、内部利得を制御するととも
に、ディレイドＡＧＣ信号をチューナに与えている。チューナ部は十分なダイ
ナミックレンジを持っており、この構成により、ＵＨＦ帯で 80dB、ＶＨＦ帯で
85dBとレベル変動の大きい地上波受信に必要なＡＧＣ範囲を実現している。 
８ＶＳＢ復調には、検波、クロック復調、ＮＴＳＣ妨害除去、波形等化、誤
り訂正（トレリスデコーダ及びリードソロモンデコーダ）など、復調に必要な
基本機能を1チップに納めたＶＳＢ専用復調ＬＳＩを用いている。 
ＶＳＢ復調ＬＳＩは、Ⅰ２Cインタフェースを持ち、Ⅰ２Cバス経由でホストマ
イコンに接続されている。ホストマイコンは、ＶＳＢ復調ＬＳＩの動作モード
の設定、波形等化器のフィルタ係数のダウンロード／アップロードなどを行う。
チャネル選択時には、ホストマイコンは、まず、専用制御線を通してチューナ
の同調周波数の設定を行う。次いで、ホストマイコンは、ＶＳＢ復調ＬＳＩ動
作を制御しモニタする。このとき、波形等化器の適応処理状況もモニタされ、
適応動作が収束した時点で、ホストマイコンは波形等化器のフィルタ係数を読
み出し、フラッシュメモリに記憶する。次回、同一チャネルが選局された場合
には、フラッシュメモリからフィルタ係数をＶＳＢ復調器にアップロードする
ことにより、選局時に安定な映像出力が得られるまでの時間を短縮する。 
 
(2) トランスポートストリーム処理 
８ＶＳＢ信号を復調／デコードして得られたMPEG-2トランスポートストリー
ムは、ＤＥＭＵＸチップで処理される。ＤＥＭＵＸチップは、外付け制御用マ
イコンによって制御され、次のような処理を行う。 
 
(a) システムクロックの復調 
トランスポートストリームからPCR（Program Clock Reference）を抜き出
し、外付けVCXO（Voltage Contro11ed Crystal Oscillator）を用いて構成し
たＰＬＬ回路によりMPEG-2システムクロック（27MHz）とSTC（System Time 
Clock）を再生する。 
 
(b) ビデオ／オーディオデータの分離 
ビデオ／オーディオデータを分離し、ビデオデータについては、MPEG-2で
規定されるPES（Packetized Elementary Stream）の形でビデオデコーダに、
また、オーディオデータについては、ES（Elementary Stream）の形でオーデ
ィオデコーダに供給する。ここで、ビデオデータについては，トランスポー
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トストリームから分離した PESを順次出力するが、オーディオデータについ
ては、いったんDRAMに蓄えた後出力する。ＤＥＭＵＸでは、オーディオデー
タに付随するPTS（Presentation Time Stamp）を抜き出し、上記のSTCと比
較することにより、映像－音声間の同期（Ａ／Ｖ同期）が保たれるよう、オ
ーディオデータをDRAMから読み出し、オーディオデコーダに出力するタイミ
ングを制御する。なお、映像のデコードタイミングについても、後述のよう
に、STCを基準に決定する。 
 
(c) チャネル選局 
チャネル選局は２ステップ、次の①と②によって行われる。 
 
①チューナの同調周波数の変更 
②システム情報に基づく仮想チャネルの選択 
 
①のチューナの同調周波数の変更は、ホストマイコンからチューナに制御
信号を直接送ることによって行われる。②のステップは、ＤＥＭＵＸで行わ
れる。以下に、チャネル選局にかかわる処理を、ホストマイコンの動作を交
えて述べる。選局動作は、ＡＴＳＣ規格 A／65“Program and System 
Information Protocol for Terrestrial Broadcast and Cable”に規定され
たシステム情報に基づいて、次の（ア）～（ウ）に示す順序で行われる。[60] 
 
(ア) まず、受像機セットアップ時には，受像機を設置した地域で受信可能
なＤＴＶ放送をホストマイコンがチューナ同調周波数を変更しなが
らスキャンする。このとき、ＤＥＭＵＸでトランスポートストリーム
から VCT（Virtual Channel Table）を抽出し、その情報をホストマ
イコンに送る。これにより、その地域で受信可能な仮想チャネルとチ
ューナ同調周波数の対応関係の一覧表が、ホストマイコンで生成され、
記憶される。 
 
(イ) 選局時には、ホストマイコンは、プロジェクションＴＶから選局すべ
き仮想チャネルを受け取ると、チューナの同調周波数を設定するとと
もに、ＤＥＭＵＸ制御マイコンに仮想チャネル番号を送る。 
 
(ウ) ＤＥＭＵＸでは、受信したVCTを用いて、仮想チャネルに対応するビ
デオ及びオーディオの PID（Packet ID）を見出し、それぞれの PID
のパケットをビデオ及びオーディオデータとして抽出する。 
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(3) ビデオデコーダ 
ビデオデコーダは、二つの同一ビデオデコーダチップ、合計６個の 16Mビッ
トSDRAM、及び制御用マイコンで構成される。これを図５.８に示す。[61] 
ＨＤＴＶ画像のデコードでは、高速な演算処理と外部メモリとのデータ転送
が要求されるため、２個のビデオデコーダの並列動作を行っている。これによ
り、ＡＴＳＣのＤＴＶ規格に規定されたＨＤＴＶフォーマット（水平 1,920画
素×1,080ライン，60フィールド／秒のインタレース画像又は、水平 1,280画
素×720ライン，60フレーム／秒のプログレッシプ画像）を含む MPEG-2の MP
＠HL（Main Profile @ High Level）のデコードが可能となっている。 
 
SD RAM
ビデオ
デコー ダ
1M ×16×3
ディスプレイ
プロセッサ
ビデオ
デコー ダ
SD RAM
1M ×16×3
制御用
マイコン
ビデオ
PE S デコー ダ間
データ転送
 
 
図５.８：ビデオデコーダの構成 
 
圧縮ビデオ信号は、ＤＥＭＵＸから MPEG-2で規定される PES（Packetized 
Elementary Stream）の形で、２個のビデオデコーダに供給される。２個のビデ
オデコーダチップのうち、一方は画面の上半分、もう一方が画面の下半分のデ
コードを担当する。デコード処理中、動き予測処理に際して、画面上又は下半
分のデコードに、他方の一部のデコード画像が必要になるため、デコーダ間通
信インタフェースを介して、相互にデコード画像データのやり取りを行う。 
ビデオデコーダの動作は、制御用マイコンによって制御される。制御用マイ
コンは、MPEG-2圧縮ビデオ信号の中の上位レイヤのヘッダ（シーケンスからピ
83 
クチャーヘッダまで）を解析し、ヘッダ情報に基づきデコード及び映像信号出
力を制御するレジスタヘデータを書き込む。また、ビデオデコーダ制御マイコ
ンは、ＤＥＭＵＸ制御用マイコンから STCを一定時間間隔及び不連続が生じた
際に受け取り、ビデオデコーダの持つ内部STCカウンタ値をアップデートする。
ビデオデコーダは、デコードを始めるピクチャーのヘッダ位置に相当する、PTS
又は DTS（Decode Time Stamp）とSTCを比較し、STCが PTS又は DTSを超えた
時点で、対応するピクチャーのデコードを開始する。 
デコードされたビデオデータは、マクロブロックの形態でビデオデコーダか
ら出力される。マクロブロックからモニタに入力可能なラスタスキャンヘの変
換は、後段のディスプレイプロセッサチップで行われる。 
 
(4) 画像フォーマット変換 
ＡＴＳＣのＤＴＶ規格では、ＤＴＶ画像走査フォーマットとして、表５.１に
示すように、合計１８フォーマット（704×480フォーマットについてはアスベ
タト比が 16：9と 4：3があり、別フォーマットとしてカウントする。）が規定
されている。 
 
表５.１：ＤＴＶ規格に含まれる画像走査フォーマット 
 
ライン数 水平画素数/ライン アスペクト比 フレーム(フィールド)レート
1,080 1,920 16：9 － 60I － 30P 24P 
720 1,280 16：9 － － 60P 30P 24P 
480 704 16：94：3 60I 60P 30P 24P 
480 640 － 4：3 60I 60P 30P 24P 
 
(注)60Iは60Hzインタレース，60Pは60Hzプログレッシブ，30Pは30Hzプロ 
  グレッシブ，24Pは24Hzプログレッシブを意味する。また、フレーム（フ 
  ィールド）レートについては、上表に記された整数値のほかに、 
  1,000/1,001倍したレート（59.94Hzなど）も含まれる。 
 
このシステムのプロジェクションＴＶでは、1,080ライン，インタレース，フ
ィールド周波数60Hzを基準に設計されているため、ディスプレイプロセッサで
は、以下の変換を施す。[62] 
 
(a) すべてのビデオ信号をフィールド周波数60Hzのインタレースに変換する。 
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(b) 1,280画素×720ラインのフォーマットについては、1,920画素×1,080
ライン（インタレース）に変換する。 
 
なお、ＨＤＴＶ（1080Ⅰ及び720P）以外の映像については、プロジェクショ
ンＴＶに内蔵された映像アップコンバータ回路で、ＨＤＴＶ対応画面に適した
映像信号に変換される。 
フォーマット変換処理を行うディスプレイプロセッサには、マクロブロック
／ラスタ変換及びフレーム（フィールド）周波数変換のため、４個の 16Mビッ
トSDRAMが接続される。 
 
(5) モニタインタフェース 
このＤＴＶ受信システムはＤＴＶ放送デコーダと高精細プロジェクションＴ
Ｖで構成されており、両ユニットは専用のインタフェースを介して接続される。
映像信号については、ＲＧＢ信号として、ＤＴＶ放送デコーダから出力される。 
チャネル選局時には、高精細プロジェクション側がリモコンの信号を受け、
マスタとして動作する。上述のように、ＤＴＶ受信に際しては、仮想チャネル
による選局をサポートする。このため、ＤＴＶ放送デコーダとプロジェクショ
ンＴＶ間で、データ／制御信号のやり取りを行う、同期式３線シリアルバスを
設けた。 
 
５.３.２ 高精細プロジェクションＴＶ 
 
上述のＤＴＶ放送デコーダの出力信号を受け、ＨＤＴＶ画像を表示する高精
細プロジェクションＴＶを開発した。このプロジェクションＴＶは、ＮＴＳＣ
放送受信機能を持っている。ＮＴＳＣ放送およびＨＤＴＶ以外のＤＴＶ放送受
信時には、プロジェクションＴＶに内蔵された映像アップコンバータ回路で、
ＨＤＴＶ相当の映像信号に変換して画面表示する。 
この高精細プロジェクションＴＶの開発に当たっては、上述の映像アップコ
ンバータ回路のほか、画質改善のため、下記のような改善を施した。 
 
(1) ＨＤＴＶ対応高精細光学系 
 
(a) 9インチ高橋細ＣＲＴの開発 
新電子銃の開発により、特にハイビーム（Ｉｋ＝6mA）におけるスポット径
を、約30％（現行比）改善し、高輝度においても高橋細な映像を維持した。 
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(b) 9インチＣＲＴ対応高橋細レンズの開発 
9インチＣＲＴに対応した大口径高橋細レンズを新規開発し、水平 960ド
ットの解像度を、約40％改善した。 
 
(c) ファインピッチスクリーンの採用 
73インチワイドスクリーンサイズでは、世界最小の 0.72mmピッチを採用
することで、高精細映像の劣化を極力少なくした。 
 
(2) ＨＤＴＶ対応高帯域ビデオ出力回路の開発 
ＣＲＴのカソードドライブ用に新ＩＣを開発し、ビデオ帯域 30MHzを維持し
ながら、100Vまでドライブすることを可能とした。 
 
５.３.３ 米国地上デジタルＴＶ放送の現状 
 
米国では、1998年11月に主要20都市の42の放送局で地上デジタル放送が開
始され、ＦＣＣ（Federal. Communications Commission：連邦通信委員会）が、
1999年11月までに主要30都市で4大ネットワークによる地上デジタル放送を
義務づけたこともあり、1999年中に人口カバー率は60％を超えた。デジタル化
は全国エリアへと広がっており、2004年 6月時点で商業・公共を含めて全米
1,300局がデジタル番組を配信、人口カバー率はすでに99％に達している。 
米国の地上デジタル放送の特徴は、ＨＤＴＶ方式の採用による高画質志向で、
ＡＢＣ、ＣＢＳ及びＮＢＣの主要ネットワークがＨＤＴＶ番組を放送している
ほか、公共放送であるＰＢＳも、ＨＤＴＶ番組を放送している。 
このように放送局側の対応が着々と進んでいる一方で、視聴者への普及は苦
戦しており、デジタルテレビ受像機は順調に売り上げを伸ばしてはいるものの、
地上デジタル放送を受信できるＳＴＢ（SetTop Box）の出荷は未だ少なく、デ
ジタルテレビ受像機の大半は、ＤＶＤなどを再生する「高精細ディスプレイ」
として利用されている。デジタル放送を地上波から直接受信をしているのは全
米世帯の1％に満たないという説もあり、現状ではＣＡＴＶや衛星放送経由で視
聴している世帯の方がはるかに多い。 
デジタル化当初の計画では、「2006年末までには地方局を含めたデジタルへ
の完全移行およびアナログ停波」を実現する予定であった。しかし、その実現
性は徐々に遠のきつつある。地上デジタル放送普及の伸び悩みは、下記(1)～(5)
の理由による。[63]，[64] 
 
(1) ケーブルテレビ、衛星放送（ＤＢＳ）経由での視聴者が多い。 
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アメリカの視聴者の70％以上はケーブルテレビ、あるいは衛星放送経由で地
上波放送を受信している。これらの伝送路経由での再送信が実現しなければ、
地上デジタル放送普及はままならない状況である。 
 
(2) 受像機の価格が割高である。 
発売当初と比べると、約半額まで値下がりしたとはいえ、いまだデジタル受
像機の価格平均1,500ドル以上でアナログテレビと比べるとかなり割高である。 
 
(3) 放送局をはじめデジタル化に消極的な事業者が多い。 
放送局にとってはデジタル化への投資が進む一方で、それに見合った増収が
見込みにくい状況にあり、デジタル対応に対して積極的になりにくい。特に、
ローカル局や非営利局にとってはその傾向が顕著である。 
 
(4) 公共放送の力が弱く地上デジタル放送の推進役が不在である。 
アメリカには公共放送局であるＰＢＳなどが存在するが、イギリスのＢＢＣ
や日本のＮＨＫと比べると視聴シェアは低く、放送局としての影響力も弱い。
ＨＤＴＶ放送を積極的に行ってはいるが、新サービス開発やプロモーションな
どにおいて公共放送が果たす役割は限定的で、地上デジタル放送の「推進役」
としての機能は担えていない。 
 
(5) 視聴者のメリットが十分ではない。 
ＨＤＴＶ番組だけでは、視聴者にとって十分な魅力とはなりえておらず、「（高
額の受像機を買ってまだ）地上デジタル放送を受信しよう。」という意欲を喚
起できていない。一方で、いまだ双方向番組や多チャンネル放送への取り組み
も少なく、ＨＤＴＶ放送以上の付加価値を提供できるには至っていない。 
 
こうした状況のもと、ＦＣＣは下記①～③に示す、デジタル放送普及対策を
打ち出している。 
 
①デジタル免許を取得した放送局にデジタル放送の開始を要求すると同時に、
地上波放送局、ケーブルテレビ事業者、衛星放送事業者の各事業者に対し
て、ＨＤＴＶなどのデジタルならではの付加価値のある番組を増やすこと
を求める。 
 
②ケーブルテレビ事業者に対し、デジタル放送の再送信の義務づけ（マスト
キャリー･ルール）を検討する。 
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③家電メーカに対し、今後米国内で発売する13インチ以上のテレビ受像機に
デジタルチューナ搭載を義務付け、2007年までにはすべての受信機にチュ
ーナ搭載を要求する。 
 
このように、米国では一連のＦＣＣ側の普及促進案の提示によって、デジタ
ル放送普及の政策的な枠組が整った形となり、2005年以降の普及拡大が期待さ
れている状況である。 
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第６章 ＨＤＴＶコア技術の展開と新事業創造 
 
近年のデジタル化により放送と通信の連携が容易となり、今後、新たなサー
ビスの拡大が期待されている。このサービスに対応すべく、家電機器はデジタ
ル化・高機能化・ネットワーク化が進んでいくであろう。家電メーカ主導のも
とに標準化された家電機器によるネットワーク規格として「エコーネット」や
「ＨＡＶｉ（Home Audio/Video interoperability）」などがある。将来は、高
精細なデジタルＨＤＴＶ受信機を中心とする家電機器のホームネットワークが
形成され、家の内外から統合的な制御が可能になると予想される。[65]，[66] 
 
６.１ 家電機器のデジタル化・ネットワーク化 
 
(1) 家電機器の周辺動向 
 
2000年末からＢＳデジタル放送が、2003年末には、大都市圏で地上デジタル
放送が開始した。またＢＳと同じ東経 110度に打ち上げられたＣＳによるデジ
タル放送についても、様々な事業者によるサービスの提供が2002年より始まっ
ている。一方、政府としては、2005年に我が国を情報通信の最先端国家にすべ
く、民間主導での加入者系光ファイバー網の全国整備に向けた取り組みの支援
や、ＤＳＬ（Digital Subscriber Line）、ケーブルテレビなどの普及のための
政策支援を行っている。このようなブロードバンド時代への動向を踏まえ、ハ
ードのみならずソフトも組み合わせた新たなサービスの拡大が期待されている。 
また個人の生活においては、地球環境問題や、高齢化社会の到来による健康
福祉ニーズの増大などが問題となっており、快適性を損なわずに省エネできる
エネルギーマネージメントや、家庭にいながら効率的にヘルスケアやシルバー
サポートが受けられるといったサービスが要求されている。 
以上の背景のもと、今後の新しいサービスに対応するために、家電機器はデ
ジタル化・高機能化・ネットワーク化が進んでいる。そして、将来は家電機器
によるホームネットワークが形成され、家の外のネットワークに統合されて行
くと予想される。 
 
(2) 家電機器によるネットワーク 
 
家電機器によるネットワークは、家電メーカ主導のもと二つに分かれて仕様
の標準化が進められてきた。一つは、エアコン、冷蔵庫などの「白物家電」に
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よるネットワークの仕様「エコーネット」、もう一つは、テレビ、ＶＴＲなどの
「ＡＶ機器」によるネットワークの仕様「ＨＡＶｉ」である。 
エコーネットは、「機器間の接続に電灯線を使用することで配線工事が不要と
なり、既存住宅への展開が容易である。」ことを主な特長とする仕様で、1997年
にコンソーシアムが設立（会員は約８０社）、2000年７月に規格書の第１版が公
開された。 
ＨＡＶｉは、「高速インタフェース IEEE1394でＡＶ機器を１対１（ピア・ト
ゥ・ピア）接続、配線の簡易化と機能の共通化を実現する。」ことを主な特長と
する仕様で、1997年より仕様策定が開始され、2000年１月にオーガニゼーショ
ンの設立（会員は約５０社）と規格書の第１版公開が行われた。 
 
BS／CS
地上波
 
映像
情報
・制御
ゲートウェイ機器
HAVi /IEEE1394
エコー ネット/PLC
インターネット
FTTH
コンテンツ
サービス
省エネ・定期診断
メンテ会社
ドアホン
DTV
D-VHS
ホームサーバモバイル
冷蔵庫
エアコン
 
PLC
 
図６.１：ホームネットワークの構成例 
 
図６.１にホームネットワークの構成例を示す。将来、家電機器はＨＡＶｉや
エコーネット等の仕様で接続されて家庭内ネットワークを形成し、ＨＤＴＶに
代表されるディスプレイのＧＵＩ（Graphic User Interface）で統合的に制御さ
れるであろう。このネットワークは、ゲートウェイ機器（ケーブルＢＯＸ、ゲ
ーム機等）を介して家の外のネットワークと接続することで、ブロードバンド
で提供されるサービスも受けることができる。 
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しかし、ブロードバンドのサービスは非常に便利な反面、入手可能な情報や
利用可能なことがあまりに多いので、この中から本当にユーザが必要なサービ
スを、端末の家電機器が自動的に検索して入手する仕組みが必要になる。 
 
(3) サービス情報の提供 
 
この仕組みを実現する方法として、サービスを提供する側でサービス情報の
内容を示すデータである「メタデータ」を付加する方法が提案されている。デ
ジタル放送で送信されているＥＰＧ（電子番組表：Electronic Program Guide）
もメタデータの一種である。 
メタデータを一つの統合的なシステムとして利用するためには、コンテンツ
情報として何をメタデータ化するのかというメタデータエレメントの選択、メ
タデータをどのように記述し伝送するのかというメタデータ記述方式や符号
化・伝送方式の規定、このデータを利用するためのツールの開発といった過程
と標準化が必要である。 
Ｗｅｂベースのアプリケーションを意識したＡＶコンテンツを、ＸＭＬ
（ Xtensible Markup Language ）に基づいて記述するメタデータの標準化が、
ISOのMPEG-7で行われている。 
MPEG-7の代表的な標準化項目を次の①～③示す。 
 
①色、テクスチャ、形状、動き、位置等の 
画像・映像特有の特徴に関する情報。 
 
②音声波形、周波数スペクトラム、瞬時パワー、楽器の 
音色等の音声・音響特有の特徴に関する情報。 
 
③マルチメディアの一般的特徴に関するコンテンツＩＤ、 
コンテンツの存在場所、コンテンツの制作に関する情報。 
 
一方、メタデータが付加されたネットワーク上のサービスから、ユーザが必
要とするサービスを端末の家電機器が自動処理で提供するには、次の機能が必
要と考える。 
 
①検索するサービスの内容およびユーザの個人情報（趣味、嗜好等）を入力
できるＧＵＩ。 
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②入力された情報をメタデータに変換し、ネットワーク上で検索を行うエー
ジェントソフトウェア。 
 
この時の動作を簡単に説明する。 
例えば、ネットワーク機能を持つＴＶにユーザの個人情報を入力する（ただ
し、個人情報は一度入力すれば、以降は自動更新されるであろう。）。さらに、
検索するサービスとして「今日の松井」と入力する。すると、このＴＶのエー
ジェントソフトウェアは、入力情報から「今日、スポーツ、野球、松井」とい
うエレメントをもとにメタデータを作成し、これを使用してネットワーク上の
サーバ（ホームサーバを含む）のコンテンツを検索してユーザに紹介する。 
 
(4) ユビキタス時代の到来 
 
ブロードバンドへ向けて、携帯電話、ＤＳＬ等の様々なアクセス回線では、
ＩＰ（Internet Protocol）によるインターネット接続が急速に進展しており、
将来は有線・無線を問わず、ネットワーク全体がＩＰ化すると考えられる。一
方、今後ＰＣや通信機器だけでなく、家電機器等の様々な機器が、生活のあら
ゆる場面においてＩＰネットワークに接続されていくので、「いつでも、どこで
も、誰でも」身近な機器を使用して、大量の情報をネットワークから送受でき
る「ユビキタスネットワーク」が形成されるであろう。 
一方、家電機器によるホームネットワークが普及するための重要な課題とし
て以下の①～③が上げられる。 
 
①充実したネットワークサービスの提供 
②ネットワークのセキュリティ確保 
③操作性に優れた家電機器のユーザインタフェースの開発 
 
現在、家電メーカやサービス事業者（キャリア、プロバイダ、…）は、これ
らの課題を克服するビジネスモデルを、検討している段階である。 
 
６.２ ネットワーク機器の製品開発 
 
家庭用デジタルＡＶ機器ネットワーク規格の「ＨＡＶｉ」を世界で初めて搭
載したプロジェクションＴＶ（ＰＴＶ）とデジタルＶＨＳ（Ｄ－ＶＨＳ）を筆
者らは開発し、2002年に市場投入した。[67] 
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(1) ＨＡＶｉの概要 
ＨＡＶｉのネットワークを構成する機器は、制御する側（コントローラ）と
制御される側（ターゲット）に分けられる。このネットワーク上の機器は、以
下に示すような特長を備える。 
 
①機器同士を相互に操作したり、お互いの機能を利用したりすることができる
（リモコンの共有化）。 
 
②機器の接続や取外しを自動的に認識するプラグ・アンド・プレイが可能にな
る（ケーブル１本で簡単接続）。 
 
③自分が制御を受ける場合に必要な情報を機器は保有しており、これを制御側
に提供できるので、新製品でも、接続・制御することができる。 
 
④ソフトウェアをダウンロードすることで、最新の機能を新たな機器を接続す
ることなく実現できる。 
 
また、ＨＡＶｉ対応機器は、表６.１に示すように保有するソフトウェアモジ
ュールで４つのデバイスクラスに分類される。 
ＦＡＶとＩＡＶがコントローラ、ＢＡＶとＬＡＶがターゲットである。 
 
表６.１：ＨＡＶｉのデバイスクラス 
 
ＦＡＶ Full 
AV device
ＨＡＶｉで定義されているすべてのソフトウェ
アモジュールを含んでいる。Javaバイトコード
の実行環境が備わっているため、将来登場する
機器も制御することができる。 
ＩＡＶ Inter- 
mediate  
AV device
ＦＡＶよりも安価にするため、実装するソフト
ウェアモジュールが少ない。既知の機器だけを
制御できる。 
ＢＡＶ Base  
AV device
ＦＡＶへアップロード可能な自身の制御情報を
記述しているJavaバイトコードを持つ。 
ＨＡＶｉ
準拠 
ＬＡＶ Legacy  
AV device
ＨＡＶｉソフトウェアモジュールを持たない従
来の機器。 
ＨＡＶｉ
非準拠 
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(2) ＨＡＶｉの基本動作 
ＨＡＶｉの特徴が最も生きるＦＡＶとＢＡＶの組み合わせについて、コント
ローラがターゲットを制御する仕組みを、図６.２を用いて説明する。 
ＦＡＶに分類されるコントローラは、ＨＡＶｉで規定されたすべてのソフト
ウェアモジュール、ＨＡＶｉが規定したＡＰＩ（Application Interface）を使
ってコーディングされたアプリケーションソフトウェア、およびJavaバイトコ
ードを実行するJavaＶＭ（Virtual Machine）を実装している。 
一方、ＢＡＶであるターゲットには、機器を制御するためのソフトウェアモジ
ュール（デバイスドライバに相当）であるＤＣＭ（Device Control Module）と、
Javaで記述されたユーザインタフェースを提供するアプリケーションソフトウ
ェアである Havletが実装されている。両者はともに Javaバイトコードの形式
で搭載されている。 
 
コントローラ (FAV)
ターゲット (BAV)
JavaVM
アプリケーション
ソフトウェア
Havlet
DCM アップ
ロード
IEEE1394
Havlet
DCM
HAVi
ソフトウェア
モジュール群
 
図６.２：ＨＡＶｉの動作モデル 
 
ターゲットがIEEE1394ネットワークに接続されると、これを検出したコント
ローラが、ターゲットにＤＣＭのアップロードを要求する。ＤＣＭを受け取っ
たコントローラは、これをJavaＶＭ上で実行する。Havletについても同様であ
る。コントローラにロードされたHavletが実行されることで、ターゲットを制
御するために使用される操作パネル等のユーザインタフェースがコントローラ
に表示される（図６.３、図６.４）。 
ユーザがリモコン等を使って操作した内容は Havlet が受け取りＤＣＭに渡
す。ＤＣＭはその操作内容に相当するコマンド（例えばＡＶ／Ｃコマンド）を
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ターゲットに送り、ターゲットはこのコマンドを解釈して動作する。 
この仕組みによって、機能がアップグレードされた機器や、コントローラを
購入後に発売される機器の制御が保証され、フューチャー・プルーフが可能に
なる。 
 
 
 
図６.３：機器選択メニュー例 
 
 
 
図６.４：ＢＡＶ機器制御用画面例 
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(3) ＨＡＶｉ搭載機器の製品化 
 
筆者らは米国で、2002年に世界初のＨＡＶｉ搭載ＰＴＶとＤ－ＶＨＳを製品
化した。そして、ネットワーク化されたアナログ機器を制御する独自の方式と、
デジタル機器ネットワークをコントロールするＨＡＶｉを導入し、これらを統
合した「Ｎｅｔ ＣｏｍｍａｎｄＴＭ」を新たに提案した（図６.５）。これによ
り、ユーザが１つのリモコンで、ネットワークにつながるアナログおよびデジ
タル機器を、ＰＴＶから自在に操作できる先進のホームシアターを実現した。 
 
DVDプレ ヤー
VTR
AV レシー バ
デジタルネットワークワーク
（HAVi / IEEE1394）
D-VHS [ BAV ]
（HS-HD2000U）
D-VHS [ LAV ]
DVDレコーダ
[ LAV ]
地上波
（NTSC/ATSC）
ケーブルSTB
リモコン
プロジェクションTV
[ FAV ]
（ＷＳ－６５８６９）
デジタル衛星放送
チュー ナ
 
アナログネットワーク
（System5）
 
図６.５：ホームシアターの構成例 
 
６.３ 技術の応用分野への転換 
 
(1) 新たな技術シーズのプロセス 
新たな技術シーズの開発プロセスの一つとして、既存技術を新しい応用分野
に適用することが挙げられる。例えばラジオ技術が研究所から飛び出し、無線
電信へ応用分野を広げたときのように、技術上の不連続性は、概して目を見張
るほどでもないような技術開発から生まれるものである。 
一般に、技術は与えられた分野の中で進化論的な発展のプロセスをたどる。
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いくつかの節目において、その技術あるいは一まとまりになったいくつかの技
術が新しい分野へと応用されるのであるが、これに伴って必要とされる技術の
シフトは、それほど大きくない。一般に技術シーズの形成も、突然の技術革命
の結果ではなく、革命は応用の中にある。つまり、新しい応用分野の中にある
選択基準や利用可能な新しい資源は、５.２節で述べた破壊的技術のように、従
来の系列からまったくはずれた技術となる。そして、技術における革命は、応
用のシフトほど大きなものではないのである（例：蒸気機関、商用無線電信機、
電子計算機）。 
技術シーズ形成の点から技術の進化をフレームワーク化すると、技術の「テ
クニカルな開発」と「市場への応用」とを区別するという考え方にいたる。こ
の区別は、技術革新の多様性を理解するうえできわめて有効であり、技術マネ
ジメントに具体的な戦略上の影響を与える。新しい技術シーズ形成のプロセス
は、単にある技術を一方の分野から他の分野に移植するというものではなく、
そのプロセスのなかで技術自体も変化していく。[68] 
 
(2) 放送と通信の連携 
新しい技術シーズ形成のプロセスとして、通信技術の放送分野への応用を考
える。５章で述べたように、放送のデジタル化にともない、放送分野と通信分
野の技術の親和性が良くなり、インターネットの技術がテレビへと応用可能に
なった。製品としては、インターネット（ブロードバンド）と接続可能な機能
を持つデジタルＨＤＴＶが、今後主流になると考えられる。 
1990年代にインターネットＴＶをメーカ各社が販売したが、次の①～③の理
由で失敗に終わった。 
 
①ＴＶの解像度ではＰＣの画面を簡単に表示できない。 
②応答が非常に遅い、操作性が悪い。 
③ブラウザ等のS/Wライセンス費用が必要。 
 
しかし、これらの課題は、デジタルＨＤＴＶでは容易に解決可能だと考える。 
①、②に関しては、ディスプレイがＣＲＴから高解像度なＦＰＤが主流とな
り、パワーアップしたＣＰＵが安価になっているので対応可能である。 
③に関しても、現在ではライセンス費用がかからないオープンな S/Wが存在
するので問題にはならない。 
基本形はできているので、市場に受け入れられる何らかのサービスが普及す
ることにより、爆発的な受容が期待できる。 
製品の製造という点では、ネットワーク上のオープンなH/W、S/Wプラットフ
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ォームが活用できるという大きなメリットがある。これにより、開発資産の有
効活用および開発の効率化を図ることができる。 
ただし、起動時間や応答時間でリアルタイム性が強く要求される家電機器で
は、オープンな資産（例えば Linux）がそのまま使用できない場合が多いので、
個別に対応策を開発しなければならない。 
 
６.４ 新たなビジネスモデルの検討 
 
(1) ビジネスの全体像 
ポーターの競争戦略論では競争に焦点が当てられており、この場合の競争は、
勝者がいれば必ずその背後に敗者がいる競争である。しかし、現実のビジネス
では、他企業の成功に助けられて成功する企業の例は多い。キヤノンに代表さ
れる高性能の日本製カメラが売れて、コダックなど世界のフィルムメーカが潤
ったのは、その例である。この関係は一方が勝者で他方が敗者という関係とは
異なるものである。 
このような現象に注目するには、ゲーム理論における補完財（Complements）
の概念が有効である。前述のカメラとフィルムは、補完財の関係である。自動
車とガソリンやコークとマックも互いに補完財の関係にある。また、コンピュ
ータのH/WとS/Wも、そうした関係の例である。[69] 
ネイルバフとブランデンバーガーは、「コーペティション経営」において、ゲ
ーム理論をもとに、新しい戦略論を展開した。このゲーム理論によれば、補完
財は、ゲームのバリエーションの重要な要素の一つである。 
ネイルバフらのアイデアは、価値相関図（Value Net）という枠組みに凝縮さ
れている。これは、①顧客、②生産要素の供給者、③競争相手、および④補完
財を提供する補完的生産者の４つが、当該企業を取り囲む枠組みである。[70] 
この理論をもとに、デジタルＨＤＴＶを製造・販売する家電メーカを取り巻
くプレイヤと、そのコーペティションの価値相関図を考え、図６.６にまとめる。 
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・電子部品（半導体ほか）
・表示デバイス
（CRT、LCD、PDP）
・基本S/W
（OS、ミドルウェア）
・規格ライセンス（インタフェー ス、著作権保護）
・競合他社/PCメ カー
（HDTV製造/販売）
顧 客
競争相手 補完的生産者
供給者
 
・競合他社/PCメーカ
（接続機器の販売/普及）
・コンテンツプロバイダ
・放送業者
・広告業者
・プラットフォー ムプロバイダ
・通信業者
・金融サービス
・小売店
家電メー カ
・HDTV製造/販売
 
図６.６:ビジネスの全体像 
 
(2) ビジネスモデルの提案 
 
顧　客
放送業者 金融サービス
プラットフォー ム
プロバイダ
通信業者
コンテンツ
プロバイダ広告業者
小売店
家電メ カー
（HDTV製造/販売/保守）
 
 
図６.７:デジタルＨＤＴＶのビジネスモデル 
 
図６.６を参考に、デジタルＨＤＴＶのビジネスモデルを図６.７に示す。家
電メーカと各々の補完的生産者の顧客に対する役割について説明する。 
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①家電メーカ 
ＨＤＴＶを製造し、顧客への販売と保守を行う。販売・保守に関しては、
小売店を通したものとプラットフォームプロバイダを通してネットワークを
介したものを行う。販売に必要なコンテンツは、広告業者やコンテンツプロ
バイダからプラットフォームプロバイダへ支給される。 
 
②小売店 
家電メーカで製造されたＨＤＴＶの顧客への販売と保守を行う 
 
③コンテンツプロバイダ 
番組や広告のコンテンツを製作しプラットフォームプロバイダへ供給する。 
 
④プラットフォームプロバイダ 
広告業者やコンテンツプロバイダから支給されるコンテンツを通信業者や
放送業者へ配信する。この際に、コンテンツの著作権やセキュリティの管理
を行う。 
また、ネットワークを介したＨＤＴＶの販売や金融サービスと連動して商
業サービスや顧客管理・課金を行う。 
 
⑤金融サービス 
顧客の登録と受信機の購入費用や商業サービスの料金を徴収し、プラット
フォームプロバイダを介して、それぞれの業者への支払いサービスを行う。 
 
①～⑤に示す図６.７の個々のプレイヤとその役割を表６.２にまとめる。 
家電メーカは、もともと小売店とＨＤＴＶ製造／販売のビジネスを行ってい
るのみであったが、放送がデジタル化して通信との連携が可能となったことに
より、新たに、コンテンツプロバイダ事業、プラットフォームプロバイダ事業、
金融サービスへ参入できる機会が訪れている。家電メーカは、この機会を積極
的に利用すべきである。 
例えば、家電機器の販売は量販店が中心であり、インターネットによる販売
は現在のところほとんど成功していない。これは、インターネットを利用する
人の年齢構成が限られていることが大きな理由である。しかし、ほとんどの家
庭でデジタルＨＤＴＶが購入され、操作が簡単で、ごくあたりまえにインター
ネットと接続・利用できれば、誰もがインターネットを見るようになるので、
家電機器の販売をインターネットによる販売中心に変えられる可能性は大であ
る。従って、積極的にコンテンツプロバイダ事業、プラットフォームプロバイ
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ダ事業、金融サービスへ参入して研究すべきである。 
今後、更なるデジタル化とネットワーク化が進んでいくので、家電メーカに
は、このようなイノベーションの機会が多数訪れるであろう。 
 
表６.２：個々のプレイヤと役割 
 
プレイヤ 役 割 
家電メーカ ・ＨＤＴＶ受信機製造/販売/保守 
コンテンツプロバイダ ・コンテンツ制作/供給 
プラットフォーム 
プロバイダ 
・コンテンツ配信サービス 
 （放送/インターネット） 
・著作権/セキュリティ管理 
・ＨＤＴＶ受信機の販売 
・商業サービス 
・顧客管理/課金 
金融サービス ・顧客サービス/登録/拡大 
小売店 ・ＨＤＴＶ受信機の販売 
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６.５ ＨＤＴＶ受信機事業創造の障壁モデル 
 
第２章でＨＤＴＶ受信機事業創造における重要な課題として取り上げた「莫
大な費用を要する開発の進め方」、「不確実な市場の評価・技術戦略」に関して、
第３章から第６章にて、事業創造プロセスの各フェーズにおける実経験を踏ま
えた検証と分析を行ってきた。これらをもとに、各フェーズにおける課題と対
応策を以下の(1)～(4)にまとめる。 
 
(1) プロトタイプ開発 
①課題 
・莫大な費用を要する開発におけるリソースマネジメント 
・規格の標準化 
②対応策 
・ナショナルコンソーシアムの結成 
法的規制などからＨＤＴＶを産業化する手段を持っていないＮＨＫは、
ＨＤＴＶの産業化を推進するために、産業化技術の得意なメーカ群と相
補分業的なアライアンスを行った。 
・アライアンス（ウィンドウ戦略） 
共同開発メーカは、ＮＨＫで長年にわたり開発・蓄積されたシーズ技
術の資料を入手して、プロトタイプの開発と性能検証を行うことにより、
短期間に効率よく知識を吸収した。この結果、コンソーシアムに標準化
技術が蓄積した。 
 
(2) 製品化開発 
①課題 
・イノベーション受容モデル 
・製品コスト 
・製品機能／性能 
・日米貿易摩擦 
②対応策 
・アライアンス（オプション戦略） 
ハイビジョン放送を現行ＴＶで受信し、ＶＴＲでの録画を可能にする
ＭＵＳＥ／ＮＴＳＣコンバータの開発をＮＨＫと共同で行った（オプシ
ョン戦略）。 
・マーケティング（製品ロードマップとポジショニング） 
ハイビジョン放送に向けて製品化された３種類の新しい家庭用ＴＶ、
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ワイドＴＶ、ワイドＴＶ（ＭＵＳＥ／ＮＴＳＣコンバータ内蔵）、ハイ
ビジョンＴＶの価格と機能におけるポジショニングを明確にし、その製
品化戦略を示した。 
・アライアンス（ポジショニング戦略） 
日米貿易摩擦への対応、参加企業の市場での地位向上を実現すべく、
「技術開発による性能向上」、「小型／量産化における品質向上」、「低価
格化」、「海外メーカへのアクセス」の開発コンセプトのもとで、競合他
社と専用ＬＳＩの共同開発を行った。 
 
(3) デジタル化 
①課題 
・放送のデジタル化動向 
・既存アナログ圧縮技術資産保有 
②対応策 
・アライアンス（ポジショニング戦略） 
民生分野の既存アナログ圧縮技術を保有する筆者らは、放送のデジタ
ル化にいち早く対応すべく、通信分野の動画像伝送技術をコア技術とし
て保有する米国ルーセントテクノロジー社と相補的な協業を行い、世界
で初めて米国デジタルＨＤＴＶ放送の受信機を開発することにより、互
いの市場での地位向上を実現した。 
 
(4) ネットワーク化 
①課題 
・放送と通信の連携 
②対応策 
・コア技術の多方面展開 
家電メーカは、もともと小売店とＨＤＴＶ製造／販売のビジネスを行
っているのみであったが、放送がデジタル化して通信との連携が可能と
なったことにより、新たに、コンテンツプロバイダ事業、プラットフォ
ームプロバイダ事業、金融サービス等の新たなビジネスへ参入可能とな
った。 
 
事業化を、連続する付加価値拡大のステップと見た場合、各ステップ毎に個々
の課題があり、これらが事業創造プロセスにおける障壁を構成している。この
障壁を越えるにはドライバが必要であり、事業化とは、適切なドライバを準備
し、この連続する障壁を越えていくモデルと表現することができる。 
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これを、ＨＤＴＶ受信機事業創造プロセスにて考察すると、(1)～(4)に示す
ように、各フェーズ毎に課題が存在し、課題を対応策で克服することにより、
あるフェーズから付加価値を拡大して次のフェーズへと移っている。つまり、
各フェーズ毎の課題は、事業創造プロセスにおける障壁であり、その対応策は、
障壁を越えるために準備された適切なドライバといえる。このモデルを図６.８
に示す。 
 
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
NHKシーズ技術プロトタイプ開発 製品化開発 デジタル化 ネットワーク化
・コンソーシアム結成
・アライアンス
（ウィンドウ戦略）
・アライアンス（ｵﾌﾟｼｮﾝ戦略）
⇒MUSE/N TS Cｺﾝﾊﾞｰﾀ開発
・マー ケティング
(製品ﾛｰ ﾄﾞﾏｯﾌﾟとﾎｼﾟﾞ ｼｮﾆﾝｸﾞ)
・アライアンス（ﾎｼﾟｼﾞｮﾆﾝｸﾞ戦略）
⇒LSIチップセット開発
・新規米国市場の出現
・アライアンス（ﾎｼﾟｼﾞｮﾆﾝｸﾞ戦略）
⇒異事業分野技術導入(MPEG- 2)
・コア技術
の多方向展開
付加価値拡大のステップ
・開発リソース
・規格の標準化
・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ受容ﾓﾃﾞﾙ
・製品コスト
・製品機能／性能
・日米貿易摩擦
・放送のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化
動向
・既存ｱﾅﾛｸ圧ﾞ縮
技術資産保有
・放送と
通信の連携
 
 
図６.８：ＨＤＴＶ受信機事業創造プロセスの障壁と対応 
 
図６.８に示すＨＤＴＶ受信機事業創造プロセスの障壁と対応は、結果として、
シーズ指向型イノベーションに基づいた事業創造において、連続する事業創造
の障壁をブレークスルーする普遍的なモデルを導出している。 
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第７章 結論 
 
新しい技術シーズであるＨＤＴＶの事業化を目標に、ナショナルコンソーシ
アムおよび大規模な国際企業連合にて実践した「シーズ指向型イノベーション」
を取り上げ、莫大な費用を要する開発におけるリソースマネジメント、そのた
めのアライアンス戦略、標準化に対する課題、不確実な市場に対するマーケテ
ィング手法を、プロジェクトの進行する各フェーズに対して実経験を踏まえた
解析を行い、結果として連続する事業創造の障壁をブレークする普遍的なモデ
ルを導出した。研究成果を総括して、本研究の結論を示す。 
 
第１章の「序論」では、本研究の背景として、まず、ＮＨＫの基礎研究から
ＨＤＴＶの事業化までの内容についてふれ、次に、ＨＤＴＶのデジタル化の経
緯および、わが国のデジタルＨＤＴＶの現状について述べた。 
そして、世界に前例のない新しい技術シーズたるＨＤＴＶの提案と純民間ナ
ショナルコンソーシアムにより、その開発実用化を目指した「シーズ指向型イ
ノベーション」の具体例を取り上げ、その成功要因をＭＯＴ(Management of 
Technology)の視点から分析し体系づけるとともに、今後の展開を示すことが本
研究の目的であることを述べ、具体的内容として次の４点を示した。 
 
(1) ＮＨＫの新しい技術シーズであるＨＤＴＶをナショナルコンソーシアム
により産業化 
 
(2) 大規模な国際企業連合により、新しい放送インフラに対応した受信機の
価値を追求、開発/製品化により市場へ普及 
 
(3) ハイビジョンからデジタルＨＤＴＶへの不連続な技術の推移および放送
のデジタル化への対応 
 
(4) 放送と通信が連携した全く新しい製品・サービスを提案、ビジネスモデル
を構築 
 
第２章の「シーズ指向型イノベーションに基づいた新事業創造における経営
課題と対応策」では、まず、知識によるイノベーションである「シーズ指向型
イノベーション」の特徴を述べ、過去の事例である「ＨＤＴＶ」の事業創造に
関する経営上重要な課題として、マネジメントより「莫大な費用を要する研究
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開発の進め方」を、分析と戦略より「不確実な市場の評価・技術戦略」を取り
上げ、その具体的な対応策を明らかにした。 
「莫大な費用を要する研究開発の進め方」では、「アライアンスによる資源の
共有およびリスク分散」、「コア・コンピタンスに経営資源を注力（選択と集中）」、
「コンソーシアム型の規格戦略」の３つの対策を提案した。 
 
(1) 「アライアンスによる資源の共有およびリスク分散」では、シーズ指向型
イノベーションが負う莫大な開発リスクをナショナルコンソーシアムや
企業連合により回避した仕組みを検証した。 
 
(2) 「コア・コンピタンスに経営資源を注力（選択と集中）」では、ＨＤＴＶ
のコア・コンピタンスを明確にした。 
 
(3) 「コンソーシアム型の規格戦略」では、規格の標準化の分析を行った。 
 
「不確実な市場の評価・技術戦略」では、「顧客セグメントと受容までの時間」、
「顧客セグメントと技術戦略」を提案した。 
 
(1) 「顧客セグメントと受容までの時間」では、テクノロジー・ライフサイ
クルと顧客セグメントの関係からＨＤＴＶの購入時期を予測する手法を
提案した。 
 
(2) 「顧客セグメントと技術戦略」では、ジェフリー・A・ムーアの理論に基
づき、ＨＤＴＶの事業化において、初期市場からメインストリーム市場
への大きな溝を越える戦略を検証した。 
 
第３章の「ＨＤＴＶ受信機のプロトタイプ開発」では、最初に、ＮＨＫとメ
ーカ１１社によるナショナルコンソーシアムにおける共同開発のスキーム、規
格の標準化の内容を明確にした。 
次いで、ナショナルコンソーシアムにおける共同開発の詳細を検証した。 
 
(1) 「暫定規格のプロトタイプ開発」では、筆者らが国際科学技術博覧会（科
学万博－つくば'85）での本格的なデモンストレーションに向けて開発し
た「ハイビジョン受信機」の構成と動作の詳細を示した。 
 
(2) 「ＭＵＳＥ方式の性能改善、衛星放送実験」では、暫定規格の実証実験
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で明確になったＭＵＳＥ方式の技術課題が、①再生画像の画質向上、②
Ｓ／Ｎ改善、③映像・音声の安定な再生であることを示し、ナショナル
コンソーシアムで採用された、これらの課題を解決する技術を分析した。
また、規格の標準化を目的にＢＴＡで実施された衛星放送実験の内容を
検証した。 
(3) 「第１世代ＬＳＩ開発」では、ＬＳＩ化の特長を述べ、ナショナルコン
ソーシアムで開発したＬＳＩを使用することにて、従来よりも大きさで
1/20、消費電力で1/30程度である 65Ｗのプロトタイプを実現した結果
を示した。 
 
第４章の「ＨＤＴＶ受信機の製品化」では、まず、ハイビジョン放送に向け
て製品化された３種類の新しい家庭用ＴＶ（ワイドＴＶ、ワイドＴＶ(ＭＵＳＥ
／ＮＴＳＣコンバータ内蔵)、ハイビジョンＴＶ）に対する、筆者らのマーケテ
ィング戦略、経営戦略、技術戦略を、製品ロードマップとポジショニングを分
析することにより明確にした。 
次に、開発費投入リスクを回避しつつ参加企業の市場での地位向上を実現す
る目的で結成された新たな企業連合における、筆者らの「ＨＤＴＶ受信機用第
２世代専用ＬＳＩ」の開発内容を検証した。 
「技術開発による性能向上」では、独自の研究成果２件の詳細を示した。 
 
(1) 「輝度信号処理部における性能向上」では、第１世代ＬＳＩで簡単な垂
直フィルタで行っていた輝度信号の内挿処理を、5ライン×7画素の二次
元フィルタにて行うことで、垂直周波数が高い成分の折返し妨害を十分に
除去できること、出力のアナログフィルタを安価なもので構成できること
を検証した。 
 
(2) 「色信号処理部における性能向上」では、第１世代ＬＳＩの色信号の内
挿処理で、水平周波数16.2MHz付近の帯域制限を省略していたために生じ
ていた妨害成分を、周波数サンプリング法で設計した８次の低域通過フィ
ルタを搭載することで、完全に除去できることを検証した。 
 
最後に、「小型/量産化における品質向上」、「受信機の低価格化」の結果、1994
年には市場価格５０万円を切るハイビジョンＴＶが製品化できたことを示した。 
 
第５章の「放送のデジタル化によるＨＤＴＶの進化」では、まず、ＴＶ受信
機のデジタル化の流れを分析し、次に、アナログカラーＴＶ⇒ＩＤＴＶ⇒ハイ
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ビジョンＴＶという民生分野の技術の流れが、持続的イノベーションであるこ
とを検証した。そして、民生分野と異なる通信分野のバリューネットワークで
発展した、動画像圧縮技術のMPEG-2技術が、クリステンセンの言う破壊的技術
として民生分野のバリューネットワークを侵食し、デジタルＨＤＴＶがハイビ
ジョンＴＶにとって代ったことを示した。 
また、1998年 11月から全米主要 10都市の 24局で実施されたデジタルＴＶ
（ＤＴＶ）放送開始に照準を合わせて、世界で初めてデジタルＨＤＴＶ受信機
を、筆者らは製品化した。この開発内容の詳細と米国地上波デジタルＴＶ放送
の現状について分析した。 
 
第６章の「ＨＤＴＶコア技術の展開と新事業創造」では、最初に、デジタル
化により放送と通信の連携が可能となり、家電機器のネットワーク化が進むこ
と、ネットワーク規格が標準化されて将来はデジタルＨＤＴＶを中心とする家
電機器によるホームネットワークが構築されることを検証した。そして、ネッ
トワーク機器の製品開発事例として、2002年に筆者らが米国にて製品化したプ
ロジェクションＴＶとＤ－ＶＨＳを取り上げ、その開発内容の詳細を示した。 
また、新たな技術革新は、技術の応用分野のシフトにて生まれる可能性が高
いことを述べ、通信分野であるインターネットの技術を放送分野であるデジタ
ルＨＤＴＶへ適用する例として、インターネットＴＶの検証を行った。 
最後に、新たなビジネスモデルについて検討した。まず、ゲーム理論に基づ
く戦略論に従い、デジタルＨＤＴＶを製造・販売するメーカを取り巻くビジネ
ス全体の価値相関図を作成、個々のプレイヤとその役割を明確にし、新たなビ
ジネスモデルを提案した。次いで、筆者によるＨＤＴＶ開発事例の各フェーズ
における検証・分析内容が、結果として連続する事業創造の障壁をブレークス
ルーする普遍的なモデルを導出していることを示した。 
 
これらの研究を通じて、放送業界にＨＤＴＶというシーズ指向型イノベーシ
ョンに基づく新事業を創造し、新たに一般消費市場を創出するとともに、通信
業界と連携した今後の展開を示すことができた。現在、これらの実現を目指し、
事業化実践を進めている。 
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